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第１章 計画策定にあたっての基本方針 

第１節 計画策定の趣旨 

 

○ 本県の医療計画は、昭和 53年に最初の福島県保健医療計画を策定して以来、

「医療法」（昭和 23 年法律第 205 号）の改正を契機としながら見直しを行っ

てまいりました。 

 

○ 平成 23 年３月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震とそれに伴う大津波

（以下「東日本大震災」という。）、東京電力株式会社福島第一原子力発電所事

故による災害（以下「原子力災害」という。）は、本県の医療提供体制に極めて

大きな影響を及ぼし、特に、原子力災害の影響は甚大で、１０年が経過した今

なお、双葉郡を中心とした医療提供体制の確保は、本県の極めて重要な課題と

なっています。 

 

○ 本県においては、東日本大震災からの復興を果たすとともに、安全で質の高

い、効率的な医療提供体制の整備と保健・医療・福祉が連携した切れ目のない

サービスの提供を実現し、その姿を県民の皆様に分かりやすく示すため、平成

30年度（2018 年度）から令和 5年度（2023 年度）を計画期間として、第

七次福島県医療計画を策定しました。 

 

○ この計画では、計画の進捗状況や、東日本大震災・原子力災害からの復興等の 

状況の変化に合わせて本計画の評価を適時に行うとともに、在宅医療等必要な 

事項について、３年ごとに評価を行い、必要に応じて計画を見直すこととされ 

ています。 

 

○ なお、医療計画の中間見直しに関しては、都道府県の実状に応じて 5疾病・5

事業および在宅医療ごとの課題把握と指標の見直しを行うこととされており、

都道府県による医療計画の中間見直しの時期については、今般の新型コロナウ

イルス感染症の感染状況等を考慮し、見直し後の医療計画の適用が令和 4 年

度以降となっても差し支えないこととされています。 

 

○ このことから、「中間評価・見直し」では、数値目標により現在の進捗状況を

把握するとともに、5 疾病・5事業および在宅医療ごとの課題把握や、指標の

見直しを行います。 
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第１章 計画策定にあたっての基本方針 

第２節 計画の位置づけ 

○ 「福島県総合計画」のもとに策定される部門別計画として、「福島県保健医療

福祉復興ビジョン」があり、本計画は、「福島県保健医療福祉復興ビジョン」の

もとに策定される個別計画として、本県の医療分野の基本指針となるものです。 

 

○ 本計画は、医療法第 30 条の４第１項の規定に基づき、都道府県が定めるこ

ととされている計画です。 

 

○ 市町村に対しては、計画策定や施策の推進のための指針や助言となることを

目指すものです。 

関係機関・団体や県民に対しては、自主的・積極的な取組を促すとともに、

取組の考え方や役割等の目安となるものです。 

 

○ 「福島県復興計画」及び保健、医療、福祉等に関して県が策定する以下の各

種計画と整合性を図るものです。 

◆ 第二次健康ふくしま２１計画 

「第二次健康ふくしま２１計画」における生活習慣病対策に関する取組と、

本計画におけるがん対策、脳卒中対策、心血管疾患対策、糖尿病対策等の疾

病に関する施策の方向の整合性を図り、保健と医療が一体となった生活習慣

病の予防及び治療体制の構築を進めます。 

 

◆ 第三期福島県がん対策推進計画 

「第三期福島県がん対策推進計画」におけるがんの予防及び早期発見の推

進、がん医療の充実に関する取組と、本計画におけるがん対策の施策の方向

の整合性を図り、総合的かつ計画的にがん対策を実施できるようにします。 

 

◆ 新生ふくしま健康医療プラン（第三期福島県医療費適正化計画） 

「新生ふくしま健康医療プラン（第三期福島県医療費適正化計画）」におけ

る医療の効率的な提供の推進に関する取組と、本計画における地域医療の機

能分化と連携における施策の方向の整合性を図り、良質かつ適切な医療を効

率的に提供できる体制の構築を進めます。 

 

◆ ふくしま高齢者いきいきプラン（第９次福島県高齢者福祉計画・第８次福

島県介護保険事業支援計画） 

「ふくしま高齢者いきいきプラン（第９次福島県高齢者福祉計画・第８次



 

3 

 

第１章 計画策定にあたっての基本方針 

福島県介護保険事業支援計画）」における介護サービス提供の推進に関する取

組と、本計画における在宅医療等の施策の方向の整合性を図り、医療と介護

の連携による切れ目のないサービスが提供できる体制の構築を進めます。 

 

◆ 第６期障がい福祉計画 

「第６期福島県障がい福祉計画」における精神障がいに関する取組と、本

計画における精神疾患対策の施策の方向の整合性を図り、精神保健医療福祉

の一体的な取組を進めます。 

 

以上のほか、本県において策定した保健、福祉等、医療と密接に関連する計

画との整合性を図ることとします。 

 

第３節 評価・見直しの考え方 

○ 中間評価においては、第七次計画の疾病・事業ごとの指標及び数値目標により、

計画の進捗状況の把握を行います。 

 

○ 国の医療計画の見直し等に関する検討会での議論を踏まえ、今回の見直しにつ

いては、医療圏の範囲や計画の基本的な方針等は維持しながら、5疾病・5事

業および在宅医療ごとの課題把握や、指標の見直しなどを行うこととし、各事

業の課題については第八次計画の策定に向けて検討を進めてまいります。 

 

○ 第七次計画で設定した「施策の方向性と目標」について、数値目標の進捗状況

の中間評価を行うとともに、目標を達成した事業については新たな目標値の設

定を、進捗が遅れている事業については、新たな対応策を検討しました。した

がいまして、数値目標を設定していない取り組みについては、現行の計画を継

続し、次期第八次計画の策定の中で検討してまいります。 
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第１章 計画策定にあたっての基本方針 

第４節 計画の進捗状況 

○ 数値目標の状況は次表のとおりとなっています。 

 

【数値目標の現状（5 疾病・5事業・在宅医療）】 

分野別 疾病・事業 項目

数 

A（達成） B（改善） C（維持・ 

後退） 

D（その他） 

目標値を 
達成 

基準値（策定
時）から改善 

基準値（策定
時）から維
持・後退 

統計が未公
表等で確認
できない 

5 疾病 がん ７  ２ ５  

脳卒中 １    １ 

心筋梗塞等の

心血管疾患 

２   １ １ 

糖尿病 ２  １ １  

精神疾患 １３ ２ ８  ３ 

5 事業 救急医療対策 ４  ４   

小児医療対策 ４   ３ １  

周産期対策 ７  ６  １ 

災害対策 ４ １ １ ２  

へき地医療 ０     

在宅医療 ５  ３ ２  

計 ４９ ３ ２８ １２ ６ 
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第１章 計画策定にあたっての基本方針 

【第七次福島県医療計画目標値及び進捗状況一覧】 

分野 指標名 基準値 現状値 目標値 評価 

医師 

医療施設従事医師数 

※下段は人口 10 万対 

3,720 人 3,819 人 4,018 人 Ｂ 

195.7 人 204.9 人 213.3 人 Ｂ 

病院勤務の常勤医師数  

※下段は人口 10 万対 

1,710 人 1,755 人 2,008 人 Ｂ 

90.8 人 95.9 人 106.6 人 Ｂ 

県北医療圏 
361 人 355 人 402 人 Ｂ 

74.6 人 75.3 人 83.1 人 Ｂ 

県中医療圏 
605 人 641 人 687 人 Ｂ 

113.2 人 122.5 人 128.6 人 Ｂ 

県南医療圏 
122 人 122 人 140 人 Ｂ 

86.1 人 88.4 人 98.8 人 Ｂ 

会津・南会津医療圏 
262 人 250 人 316 人 Ｂ 

96.7 人 96.3 人 116.6 人 Ｂ 

会津 
250 人 243 人 302 人 Ｂ 

102.1 人 103.3 人 123.3 人 Ｂ 

南会津 
12 人 7 人 14 人 Ｃ 

46.2 人 28.8 人 53.9 人 Ｃ 

相双医療圏 
91 人 85 人 117 人 Ｃ 

85.0 人 85.3 人 109.3 人 Ｂ 

いわき医療圏 
269 人 302 人 346 人 Ｂ 

77.8 人 89.3 人 100.0 人 Ｂ 

歯科医師 

医療施設従事歯科医師数 

※下段は人口 10 万対 

1,324 人 1,329 人 1,442.5 人 Ｂ 

69.6 人 71.3 人 76.6 人 Ｂ 

薬剤師 

薬局・医療機関に従事する薬剤

師数※下段は人口 10 万対 

2,947 人 3,017 人 3,415 人 Ｂ 

155.0 人 161.9 人 181.3 人 Ｂ 

在宅医療エキスパート薬剤師人

材育成セミナー受講者数 

0 人 219 人 320 人 Ｂ 

保健師・ 

助産師・ 

看護師・ 

准看護師 

看護職員数 

※下段は人口 10 万対 

23,407.6 人 23,912.8 人 25,147.1 人 Ｂ 

1,233.2 人 1,282.9 人 1,335.0 人 Ｂ 

保健師数 

※下段は人口 10 万対 

980.5 人 1,023.3 人 1,049.3 人 Ｂ 

51.7 人 54.9 人 55.7 人 Ｂ 

助産師数 

※下段は人口 10 万対 

459.0 人 480.5 人 528.5 人 Ｂ 

24.2 人 25.8 人 28.1 人 Ｂ 

看護師・准看護師数 

※下段は人口 10 万対 

21,968.1 人 22,409.0 人 23,569.3 人 Ｂ 

1,157.3 人 1,202.2 人 1,251.3 人 Ｂ 

認定看護師数 220 人 251 人 340 人 Ｂ 

特定行為研修修了者数 13 人 65 人 400 人 Ｂ 
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第１章 計画策定にあたっての基本方針 

分野 指標名 基準値 現状値 目標値 評価 

その他の 

保健医療 

従事者 

理学療法士数 

※下段は人口 10 万対 

1,228.5 人 1,282.5 人 1,362.5 人 Ｂ 

64.6 人 68.8 人 72.3 人 Ｂ 

作業療法士数 

※下段は人口 10 万対 

735.5 人 747.3 人 873.5 人 Ｂ 

38.7 人 40.1 人 46.4 人 Ｂ 

診療放射線技師・診療エックス

線技師数 

※下段は人口 10 万対 

804.0 人 843.0 人 836.0 人 Ａ 

42.3 人 45.2 人 44.4 人 Ａ 

就業歯科衛生士数 

※下段は人口 10 万対 

1,396 人 1,493 人 1,709.5 人 Ｂ 

73.4 人 80.1 人 90.8 人 Ｂ 

就業歯科技工士数 

※下段は人口 10 万対 

752 人 725 人 853.4 人 Ｂ 

39.6 人 38.9 人 45.3 人 Ｂ 

救急医療 

対策 

救急隊のうち救命士常時運用隊

の比率 

77.3％ 83.3％ 91.2％ Ｂ 

休日夜間急患センター及びこれ

に準じた初期救急医療機関を整

備している地区数 

10 10 13 Ｂ 

心原性でかつ一般市民により心

肺機能停止の時点が目撃された

症例の１か月後生存率 

6.7％ 9.6％ 13.3％ Ｂ 

心原性でかつ一般市民により心

肺機能停止の時点が目撃された

症例の１か月後社会復帰率 

3.2％ 3.3％（R1） 

6.1％（H30） 

8.7％ Ｂ 

小児医療 

対策 

小児科医師数 

（人口 10 万対） 

95.6 人 102.3 人 124.5 人 Ｂ 

3 歳児健康診査受診率 95.7％ 97.5％ 100％ Ｂ 

麻しん・風しん予防接種率（Ⅰ

期） 

97.7％ 95.7％ 98.0％ Ｃ 

麻しん・風しん予防接種率（Ⅱ

期） 

92.9％ 94.8％ 98.0％ Ｂ 

周産期対策 

診療報酬加算対象 NICU 病床数 42 床 42 床 45 床 Ｂ 

診療報酬加算対象 MFICU 病床数 9 床 9 床 12 床 Ｂ 

周産期死亡率 4.6 3.9 3.6 Ｂ 

産科・産婦人科医師数 

（人口 10 万対） 

36.0 人 39.4 人 51.2 人 Ｂ 

NICU 担当常勤医師数（専任） 16 人 18 人 23 人 Ｂ 

NICU 担当常勤看護師数（専任） 116 人 133 人 136 人 Ｂ 

助産業務を行う助産師数 373 人 － 437 人 Ｄ 

災害時医療 
災害医療コーディネーター数 11 11 30 Ｃ 

災害拠点病院数 8 8 12 Ｃ 
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第１章 計画策定にあたっての基本方針 

分野 指標名 基準値 現状値 目標値 評価 

災害時医療 
災害拠点病院における業務継続

計画の策定 

12.5％ 100％ 100％ Ａ 

原子力災害 

医療等 

原子力災害拠点病院・原子力災

害医療協力機関の指定数 

8 機関 10 機関 12 機関 Ｂ 

在宅医療 

退院調整支援担当者を配置する

病院数 

45 53 80 Ｂ 

訪問診療を実施している診療所

数 

308 278 340 Ｃ 

訪問診療を受けた患者数（レセ

プト件数） 

93,629 94,856 103,000 Ｂ 

往診を実施している診療所数 317 285 350 Ｃ 

看取り数（レセプト件数） 2,598 2,843 2,900 Ｂ 

リハビリテ

ーション 

回復期リハビリテーション病棟

入院料届出病院数 

17 18 26 Ｃ 

地域リハビリテーション相談セ

ンター数 

73 86 112 Ｂ 

がん対策 

喫煙率 22.3％ 

男性 34.4％ 

女性 10.8％ 

21.9％ 

男性 33.8％ 

女性 10.5％ 

12.0％ 

男性 19.0％ 

女性 5.4％ 

Ｃ 

胃がん検診受診率 26.9％ 35.0％ 50％以上 Ｂ 

肺がん検診受診率 36.9％ 33.7％ 50％以上 Ｃ 

大腸がん検診受診率 33.9％ 29.7％ 50％以上 Ｃ 

子宮頸がん検診受診率 40.4％ 39.8％ 60％以上 Ｃ 

乳がん検診受診率 44.9％ 44.9％ 60％以上 Ｃ 

緩和ケア病棟を有する医療機関

数 

6 7 12 Ｂ 

脳卒中対策 
脳血管疾患の年齢調整死亡率 男性 43.7 

女性 27.4 

－ 男性 41.6 

女性 24.7 

Ｄ 

心筋梗塞等

の心血管疾

患対策 

心大血管リハビリテーション料

届出施設数 

13 13 23 Ｃ 

急性心筋梗塞の年齢調整死亡率 男性 34.7 

女性 15.5 

－ 男性 16.2 

女性 6.1 

Ｄ 

糖尿病対策 
特定健診実施率 48.6％ 52.4％ 70％ Ｂ 

特定保健指導実施率 20.9％ 21.1％ 45％ Ｃ 

精神疾患 

対策 

精神病床における急性期（３ヶ

月未満）入院需要（患者数） 

 

935 人 700 人 933 人 

910 人 

Ｂ 

精神病床における回復期（３ヶ

月以上１年未満）入院需要（患

者数） 

832 人 932 人 876 人 

870 人 

Ｂ 
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第１章 計画策定にあたっての基本方針 

分野 指標名 基準値 現状値 目標値 評価 

精神疾患 

対策 

精神病床における慢性期（1 年

以上）入院需要（患者数） 

3,666 人 3,134 人 3,055 人 

2,142 人 

Ｂ 

精神病床における慢性期入院需

要（65 歳以上患者数） 

2,044 人 1,905 人 1,902 人 

1,430 人 

Ａ 

精神病床における慢性期入院需

要（65 歳未満患者数） 

1,622 人 1,229 人 1,153 人 

712 人 

Ｂ 

精神病床における入院需要（患

者数） 

5,433 人 4,766 人 4,864 人 

3,922 人 

Ａ 

地域移行に伴う基盤整備量（利

用者数） 

－ － 694 人 

1,526 人 

Ｄ 

地域移行に伴う基盤整備量（65

歳以上利用者数） 

－ － 395 人 

898 人 

Ｄ 

地域移行に伴う基盤整備量（65

歳未満利用者数） 

－ － 299 人 

628 人 

Ｄ 

入院後 3 ヶ月時点の退院率 62％ 62％ 69％ Ｂ 

入院後 6 ヶ月時点の退院率 76％ 81％ 84％ Ｂ 

入院後 1 年時点の退院率 88％ 89％ 90％ Ｂ 

自殺者数 411 人 333 人 310 人以下 Ｂ 

感染症対策 

麻しん・風しん予防接種率（Ⅰ

期）（再掲） 

97.7％ 95.7％ 98.0％ Ｃ 

麻しん・風しん予防接種率（Ⅱ

期）（再掲） 

92.9％ 94.8％ 98.0％ Ｂ 

結核罹患率 8.6 6.9 7.0 以下 Ａ 

抗インフルエンザウイルス薬の

備蓄率 

100.0％ 100％ 国が示す備蓄

目標数を踏ま

え適切に対応 

Ａ 

移植医療 骨髄ドナー登録者数 15,111 人 15,143 人 20,000 人 Ｃ 

歯科保健 

医療対策 

3 歳児におけるう蝕のない者の

割合 

75.3％ 83.6％ 90％ Ｂ 

在宅療養支援歯科診療所数 51 50 84 Ｃ 

訪問診療（居宅）実施件数（人

口 10 万対） 

35.2 55.4 77.8 Ｂ 

認知症対策 

かかりつけ医認知症対応力向上

研修修了者数（累計） 

970 人 1,198 人 1,300 人 

以上 

Ｂ 

認知症サポート医養成研修修了

者数（累計） 

108 人 206 人 240 人以上 Ｂ 

歯科医師認知症対応力向上研修

修了者数（累計） 

 

71 人 237 人 350 人以上 Ｂ 
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第１章 計画策定にあたっての基本方針 

分野 指標名 基準値 現状値 目標値 評価 

認知症対策 

薬剤師認知症対応力向上研修修

了者数（累計） 

 

194 人 737 人 700 人以上 Ａ 

看護職員認知症対応力向上研修

修了者数（累計） 

107 人 289 人 400 人以上 Ｂ 

認知症対応薬局数 0 か所 205 か所 200 か所 Ａ 

高齢化に伴

い増加する

疾患等対策 

65 歳以上人口における通いの

場への参加率 

1.2％ 5.8％ 7.2％ Ｂ 

自立支援型地域ケア会議を実施

する市町村数 

11 市町村 53 市町村 59 市町村 Ｂ 

地域医療の

機能分化と

連携 

地域医療支援病院数 9 9 11 Ｂ 

医療に関す

る情報化の

推進 

総合医療情報システムへのアク

セス件数 

1,116,428

件 

6,285,066

件 

1,200,000

件 

Ａ 

医薬品等 

安全対策 

健康サポート薬局届出数 20 施設 53 施設 400 施設 Ｃ 

薬事監視率（薬局等） 31.3％ 20.9％ 50.0％ Ｃ 

薬事監視率（製造業） 33.7％ 40.0％ 40.0％ Ａ 

血液確保 

対策 

献血量目標達成率 103.4％ 107.3％ 100.0 ％ 以

上 

Ａ 

 

Ａ（達成） Ｂ（改善） Ｃ（維持・後退） Ｄ（その他） 合計 

１２ ７９ ２１ ６ １１８ 
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第2章 医療を支える人材の確保 

第１節 医師  

施策の方向性と中間評価 

 

（１）施策の方向性 

○ 医師の絶対数の不足を解消するため、公立大学法人福島県立医科大学にお

いて段階的に行われている医学部の入学定員増に合わせて創設・拡充してい

る「緊急医師確保修学資金」により、公立大学法人福島県立医科大学医学部

生の県内定着を図るとともに、学校法人帝京大学及び学校法人日本医科大学

の医学部生を対象とする「地域医療医師確保修学資金」により、県外大学医

学部卒業生の県内定着を図ります。さらに、修学資金制度における地域枠を

活用し、医学部卒業生の県内への確実な定着を促進します。 

また、学校法人自治医科大学におけるへき地等に勤務する医師の継続的な

養成を進めるとともに、「へき地医療等医師確保修学資金」により、へき地等

に勤務する医師の確保を図ります。 

併せて、地域医療支援センターにおいて、県及び市町村等の修学資金修学

生等に対して、公立大学法人福島県立医科大学や当該市町村等と連携しなが

ら、学生の時からの相談支援や、医師一人一人の経験や専門性に応じたキャ

リア構築が行えるよう、地域で勤務していても知識習得や技術向上を図るこ

とができる研修機会の提供、多様なロールモデルの紹介を行うなど、キャリ

ア形成を一元的に支援し、県内定着を促進することで、医師の確保を図りま

す。特に、地域枠の修学資金修学生については、適切なキャリア形成が図ら

れるよう、公立大学法人福島県立医科大学等と連携して、キャリア形成プロ

グラムに沿って養成を図ります。 

さらに、地域医療支援センターに県外指導医のリクルートや招へい活動を

行う部門を設置し、県外指導医の確保及び派遣を行うとともに、若手医師の

キャリア形成支援を行います。 

加えて、SNS の活用や、施策展開における若手医師の参画の促進などによ

り、若手医師の確保に努めます。 

一方、新たな専門医制度においては、連携研修施設の要件の統一化など必

要に応じて制度の改善を求めていきます。 

 

○ 県内における医師の偏在が課題となっていることを踏まえ、公立大学法人

福島県立医科大学と連携して医師の派遣を行うとともに、医師確保修学資金

被貸与医師の県内公的医療機関等への配置などにより、必要な医師の確保を

図ります。 
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第2章 医療を支える人材の確保 

 

○ 特に不足が著しい産婦人科・小児科等の診療科については、研究資金貸与

制度等により、医師の確保を図ります。 

また、地域医療支援センターにおいて、修学資金修学生に対する働きかけ

を行うなどして、特に不足が著しい診療科の医師の確保を進めます。 

 

○ 臨床研修医の確保については、県、公立大学法人福島県立医科大学及び臨

床研修病院がネットワークを形成して、全国の医学部生に対する情報発信や

魅力ある研修の整備を進めているところであり、県では臨床研修病院の取組

を支援するとともに、公立大学法人福島県立医科大学医学部生や県外大学医

学部生を対象とする臨床研修病院のガイダンスの開催や、全国規模のフェア

への出展などを行っています。一人でも多くの医学部生が本県での臨床研修

に関心を持ち、本県での臨床研修を希望するよう、情報発信を強化し、臨床

研修医の確保を図ります。 

 

○ 「地域で医師を育てる」視点を持って、公立大学法人福島県立医科大学医

学部生を始めとする医学部生に対して、地域医療の現場見学や地域住民との

交流を行う地域医療の体験研修等を通じて、地域の魅力を積極的に伝えてい

きます。さらに、中学生、高校生といった若い世代から医療の世界に興味を

もってもらえるようセミナーや体験教室等を開催するなど、県民、行政、医

療関係者等が一体となって地域医療を育てる取組を促進し、医師を始めとす

る医療従事者を守り育てる気運の醸成に努めます。 

 

○ 公衆衛生医師の確保や養成に当たっては、県と公立大学法人福島県立医科

大学が連携して募集の広報等を行うほか、県と公立大学法人福島県立医科大

学健康増進センターが共同で策定した「福島県社会医学系専門医研修プログ

ラム」に基づき、公衆衛生分野で活躍できる社会医学系専門医の養成等に取

り組みます。 

 

○ ワークライフバランスを図りながら働き続けられるよう、医療勤務環境改

善支援センターが医療機関向けの研修会の開催や個別相談等を実施するとと

もに、病院内保育所の運営支援や、関係機関と連携の下、多様な勤務形態の

導入が進められるよう支援するなど、医師を始めとする医療従事者が働きや

すい職場環境づくりを促進します。 
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第2章 医療を支える人材の確保 

（２）数値目標の現状 

○ ５医療圏（県北、県中、県南、会津・南会津（内会津）、いわき）の医師数

については、目標達成に向けて順調に推移しておりますが、2 医療圏（会津・

南会津（内南会津）及び相双）については進捗が遅れています。 

○ ６医療圏（県北、県中、県南、会津・南会津（内会津）、相双、いわき）の 

 人口 10 万人あたりの医師数については、目標達成に向けて順調に推移して 

 おりますが、会津・南会津医療圏については進捗が遅れています。 

 

※各指標の下段は人口 10 万対。 

指標名 基準値 現状値 目標値 評価 備考 

医療施設従事

医師数 

3,720 人 
（平成 28 年度） 

3,819 人 
（平成 30 年度） 

4,018 人 
（令和 5 年度） 

B 
医師・歯科医

師・薬剤師調

査（厚生労働

省） 195.7 人 204.9 人 213.3 人 B 

病院勤務の常

勤医師数 

1,710 人 
（平成 2９年度） 

1,755 人 
（令和 2 年度） 

2,008 人 
（令和 5 年度） 

B 
福島県保健福

祉部調べ 

（医育機関の

附属病院を

除く） 

 

※病院調査の

結果を踏ま

えて目標を

設定 

※人口 10 万

対の算出に

用いた人口

は福島県の

推 計 人 口

（福島県） 

90.8 人 95.9 人 106.6 人 B 

 

県北医療圏 
361 人 355 人 402 人 B 

74.6 人 75.3 人 83.1 人 B 

県中医療圏 
605 人 641 人 687 人 B 

113.2 人 122.5 人 128.6 人 B 

県南医療圏 
122 人 122 人 140 人 B 

86.1 人 88.4 人 98.8 人 B 

会津・南会

津医療圏 

262 人 250 人 316 人 B 

96.7 人 96.3 人 116.6 人 B 

 

会津 
250 人 243 人 302 人 B 

102.1 人 103.3 人 123.3 人 B 

南会

津 

12 人 7 人 14 人 C 

46.2 人 28.8 人 53.9 人 C 

相双医療圏 
91 人 85 人 117 人 C 

85.0 人 85.3 人 109.3 人 B 

いわき医療

圏 

269 人 302 人 346 人 B 

77.8 人 89.3 人 100.0 人 B 

※「病院勤務の小児科医師数」については、第２章第 2 節「小児医療」に、「産婦人科・産

科医師数」については、第２章第 3 節「周産期医療」に記載。 

 

（３）今後目指すべき方向（取組事項） 

○ 取り組みが遅れている圏域については、自治医科大学卒業医師や修学資金

被貸与医師の派遣を促進するなど医師確保対策及び偏在対策を強化すること

で目標達成を目指します。 
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第2章 医療を支える人材の確保 

中間評価後の数値目標 

 

 医師に係る数値目標については、引き続き以下のとおり設定します。 

※各指標の下段は人口 10 万対。 

指標名 基準値 目標値 

医療施設従事医師数 

3,720 人 

（平成 28 年度） 

4,018 人 

（令和 5 年度） 

195.7 人 213.3 人 

病院勤務の常勤医師数 

1,710 人 

（平成 2９年度） 

2,008 人 

（令和 5 年度） 

90.8 人 106.6 人 

 

県北医療圏 
361 人 402 人 

74.6 人 83.1 人 

県中医療圏 
605 人 687 人 

113.2 人 128.6 人 

県南医療圏 
122 人 140 人 

86.1 人 98.8 人 

会津・南会津医療圏 
262 人 316 人 

96.7 人 116.6 人 

 

会津 
250 人 302 人 

102.1 人 123.3 人 

南会津 
12 人 14 人 

46.2 人 53.9 人 

相双医療圏 
91 人 117 人 

85.0 人 109.3 人 

いわき医療圏 
269 人 346 人 

77.8 人 100.0 人 
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第２節 歯科医師  

施策の方向性と中間評価 

 

（１）施策の方向性 

○ 関係機関や関係団体等と連携して、無歯科医地区の解消に努めるとともに、

在宅歯科医療に関する研修の機会を確保するなど、在宅歯科医療を推進し、

歯科医療に恵まれない地域における通院が困難な患者への歯科医療提供体制

の確保に努めます。 

 

○ 歯科医師の臨床研修について、臨床研修を行う医療機関の確保に努めると

ともに、関係機関や関係団体と連携して、臨床研修終了後の県内定着を進め

ます。 

 

（２）数値目標の現状 

○ 歯科医師数は、概ね順調に推移しております。 

指標名 基準値 現状値 目標値 評価 備考 

医療施設

従事歯科

医師数 

※下段は

人口 10

万対 

1,324 人 
（平成 28 年度） 

1,329 人 
（平成30年度） 

1,442.5 人 
（令和 5 年度） 

B 

医師・歯科医師・薬剤

師調査（厚生労働省） 

※病院調査・歯科診療

所調査の結果を踏ま

えて目標を設定 

※人口 10 万対の算出

に用いた人口は福島

県の推計人口（福島

県） 

69.6 人 71.3 人 76.6 人 B 

 

（３）今後目指すべき方向（取組事項） 

○ 引き続き現行の施策に取り組んでまいります。 

 

中間評価後の数値目標 

 

 歯科医師に係る数値目標については、引き続き以下のとおり設定します。 

 

指標名 基準値 目標値 

医療施設従事歯科医師数 

※下段は人口 10 万対 

1,324 人 

（平成 28 年度） 

1,442.5 人 

（令和 5 年度） 

69.6 人 76.6 人 
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第３節 薬剤師  

施策の方向性と中間評価 

１ 薬剤師の確保と定着推進 

（１）施策の方向性 

   薬剤師は、地域医療、地域包括ケア、健康サポート等に欠かせない重要な

役割を担っていることから、以下の取組により、薬剤師の確保と定着を推進

します。 

 

○ 薬学部を有する大学等と県薬剤師会等関係団体の連携を促し、大学等が行

う実務実習の場を確保するとともに、実習等を通して、薬剤師として地域に

貢献する使命や魅力を伝え、医薬分業の進展に見合った薬剤師の養成と確保

を進めます。 

 

○ 薬学部在籍の大学生に対する県内の就職情報の提供や県内大学との連携支

援等により、大学卒業生の県内定着化を進めます。 

 

○ 避難地域においては、調剤業務に携わる薬剤師の定着を図るため、地域包

括ケアシステムに対するスキル習得にかかる研修経費等を支援します。 

 

（２）数値目標の現状 

○ 薬剤師数は、概ね順調に推移しております。 

指標名 基準値 現状値 目標値 評価 備考 

薬局・医療機関

に従事する薬剤

師数※下段は人

口 10 万対 

2,947 人 
（平成 28 年度） 

3,017 人 
（平成30年度） 

3,415 人 
（令和 5 年度） 

B 

医師・歯科医

師・薬剤師調査 

※  全国平均

を目標 
155.0 人 161.9 人 181.3 人 B 

 

（３）今後目指すべき方向（取組事項） 

○ 引き続き現行の施策に取り組んでまいります。 

 

２ 在宅医療に対応できる薬剤師の育成 

（１）施策の方向性 

○ 病院と薬局の薬剤師による薬薬連携を推進し、地域包括ケアシステム構築

に資するとともに、無菌調剤やフィジカルアセスメント等の高度な専門技術
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を身につけた在宅エキスパート薬剤師の育成を推進します。 

 

（２）数値目標の現状 

○ 在宅医療エキスパート薬剤師人材育成セミナー受講者数は 219人となり、 

目標達成に向けて順調に推移しています。 

指標名 基準値 現状値 目標値 評価 備考 

在宅医療エキスパー

ト薬剤師人材育成セ

ミナー受講者数 

０人 
（平成 28 年度） 

219 人 
（令和元年度） 

320 人 
（令和 2 年度） 

B 

 

 

（３）今後目指すべき方向（取組事項） 

○ 引き続き現行の施策に取り組んでまいります。 

 

 

中間評価後の数値目標 

 

 薬剤師に係る数値目標については、引き続き以下のとおり設定します。 

在宅医療エキスパート薬剤師人材育成セミナー受講者数については、令和 2 年度

までの数値目標としていたため、進捗状況を踏まえ、新たに令和 5 年度までの数値

目標を設定します。 

 

指標名 基準値 目標値 

薬局・医療機関に従事する

薬剤師数※下段は人口 10

万対 

2,947 人 

（平成 28 年度） 

3,415 人 

（令和５年度） 

155.0 人 181.3 人 

在宅医療エキスパート薬

剤師人材育成セミナー受

講者数 

０人 

（平成 28 年度） 

320 人 

（令和５年度） 
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第４節 保健師・助産師・看護師・准看護師 

施策の方向性と中間評価 

  

（１）施策の方向性 

東日本大震災からの復興を目指し、保健・医療・福祉分野における看護職

員の安定的な確保を図るため、「福島県看護職員需給計画」により、次の施策

を推進します。 

 

【次代の看護を担う人材の育成】 

小学生・中学生・高校生を対象とした看護職の普及啓発や看護師等養成施

設のＰＲなど、看護職を目指す学生の確保に努めます。 

また、看護教員及び実習指導者の育成や教育環境の整備を支援するなど、

看護師等養成所の教育体制の充実を図ります。 

さらに、准看護師養成所から看護師養成所への移行や看護教育の高等教育

化については、設置者の意向を踏まえつつ、その支援に努めます。 

 

【看護職員の県内への就業及び定着促進】 

看護師等学校養成所の在学者が県内の各施設及び自治体の概要や募集情報

が入手できるよう、各医療機関等施設や看護師等養成施設、看護関係団体、

行政等が連携・協力し、就職情報の提供や就業相談に努めるとともに、修学

資金貸与事業や新人看護職員等に対する研修を充実させ、新卒看護職の県内

への就業及び定着化を図ります。 

また、看護職員がワークライフバランスを図りながら働き続けられるよう

に、病院内保育所の運営を支援するとともに、労働及び看護関係機関と連携

の下、多様な勤務形態の導入が進められるよう支援するなど、看護職員が働

きやすい職場環境づくりを促進します。 

さらに、看護職等の離職届出も活用したナースセンターによる求人・求職

情報の提供や就業相談を積極的に行うとともに、県内各医療機関等関係機関

と連携し、離職した看護職の再就業を支援するための研修会を開催するなど

潜在看護職の再就業を促進します。 

   

【看護職員の資質向上】 

今般の新型コロナウイルス感染症の拡大防止等、社会のニーズや保健・医

療・福祉制度の動向を踏まえ、特定行為研修の受講支援や環境整備、認定看

護師の養成支援など、特定の看護分野における専門性の高い看護職員の養成
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に努めます。 

また、医師や保健・医療従事者、福祉介護職員、事務職員との適切な業務分

担のもとにチーム医療や多職種協働での地域保健福祉活動の推進に向け、看

護職の専門性を発揮できるよう、看護関係団体等との連携を図りながら、新

任期から継続的なキャリア形成を促進します。 

さらに、医療機関のみならず地域における多職種連携等の必要性を伝える

研修に対し支援します。 

 

【助産師の養成と確保】 

将来を担う子どもたちを安心して生み育てることができるよう、母子保健

に関わる助産師の安定的な養成と確保を図るため、看護師 3 年課程卒業者の

進学機会を確保するとともに、高度な知識と技術を備えたリーダーとなる人

材養成に取り組みます。 

このため、公立大学法人福島県立医科大学に別科及び大学院修士課程を令

和５年４月に新設します。 

 

（２）数値目標の現状 

○ すべての指標について、目標達成に向けて順調に推移しております。 

※常勤換算による。各指標の下段は人口 10 万対。 

指標名 基準値 現状値 目標値 評価 備考 

看護職員数 23,407.6 人 
（平成 28 年度） 

23,912.8 人 
（平成 30 年度） 

25,147.1 人 
（令和 5 年度） 

B 
衛生行政報

告例 

 

※福島県看

護職員需

給計画と

整合性を

図って目

標を設定 

※人口 10

万対の算

出に用い

た人口は

福島県の

推計人口

（ 福 島

県） 

1,233.2 人 1,282.9 人 1335.0 人 B 

保健師数 

 

980.5 人 
（平成 28 年度） 

1,023.3 人 
（平成 30 年度） 

1,049.3 人 
（令和 5 年度） 

B 

51.7 人 54.9 人 55.7 人 B 

助産師数 

 

459.0 人 
（平成 28 年度） 

480.5 人 
（平成 30 年度） 

528.5 人 
（令和 5 年度） 

B 

24.2 人 25.8 人 28.1 人 B 

看護師・准看護

師数 

※現状値の内

訳 

看護師

16,307.2 人 

准看護師

6,101.8 人 

21,968.1 人 
（平成 28 年度） 

22,409.0 人
（平成 30 年度） 

23,569.3 人 
（令和 5 年度） 

B 

1,157.3 人 1,202.2 人 1,251.3 人 B 

認定看護師数 
220 人 

（平成 29 年度） 
251 人 

（令和元年度） 
340 人 

（令和 5 年度） 
B 

日本看護協

会公表デー

タ 

特定行為研修

修了者数 
13 人 

（平成 29 年度） 
65 人 

（令和元年10月） 
400 人 

（令和 5 年度） 
B 

厚生労働省

調べ 
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（３）今後目指すべき方向（取組事項） 

○ 引き続き現行の施策に取り組んでまいります。 

 

中間評価後の数値目標 

 

 保健師・助産師・看護師・准看護師に係る数値目標については、引き続き以下の

とおり設定します。 

※常勤換算による。各指標の下段は人口 10 万対。 

指標名 基準値 目標値 

看護職員数 23,407.6 人 

（平成 28 年度） 

25,147.1 人 

（令和 5 年度） 

1,233.2 人 1335.0 人 

保健師数 

 

980.5 人 

（平成 28 年度） 

1,049.3 人 

（令和 5 年度） 

51.7 人 55.7 人 

助産師数 

 

459.0 人 

（平成 28 年度） 

528.5 人 

（令和 5 年度） 

24.2 人 28.1 人 

看護師・准看護師数 

※現状値の内訳 

 看護師 16,307.2 人 

 准看護師 6,101.8 人 

21,968.1 人 

（平成 28 年度） 

23,569.3 人 

（令和 5 年度） 

1,157.3 人 1,251.3 人 

認定看護師数 
220 人 

（平成 29 年度） 

340 人 

（令和 5 年度） 

特定行為研修修了者数 
13 人 

（平成 29 年度） 

400 人 

（令和 5 年度） 
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第５節 その他の保健医療従事者 

※第七次計画において目標値を設定していない項目（Ⅳ管理栄養士・栄養士、 

Ⅴ臨床検査技師、Ⅵ視能訓練士・言語聴覚士・臨床工学技士・精神保健福祉 

士・社会福祉士等）については、次期計画において見直ししてまいります。 

 

Ⅰ 理学療法士・作業療法士 

 

施策の方向性と中間評価 

 

（１）施策の方向性 

○ 高齢化の進行等に伴うリハビリテーションへの需要に対応するため、養成

施設の整備促進等により、理学療法士・作業療法士の安定的な確保と県内定

着を推進します。 

 

○ 公立大学法人福島県立医科大学における、理学療法士、作業療法士等を養

成する新学部については、令和 3 年４月に開学しました。開学後は、高度な

知識と技術を備えた医療技術者の育成を図ります。 

 

○ 医療水準の高度化に対応できる理学療法士・作業療法士を育成するため、

研修機会の確保及び関係団体の行う生涯教育の充実を進めます。 

 

（２）数値目標の現状と評価 

○ 理学療法士数、作業療法士数は、概ね順調に推移しております。 

※常勤換算による。各指標の下段は人口 10 万対。 

指標名 基準値 現状値 目標値 評価 備考 

理学療

法士数 

1,228.5 人 
（平成 26,28 年度） 

1,282.5 人 
（平成 29,30 年度） 

1,362.5 人 
（令和 5 年度） 

B 

医療施設調査、病院

報告、介護サービス

施設・事業所調査よ

り算定。 

※病院・介護施設へ

の調査結果を踏ま

えて目標を設定。 

※人口 10 万対の算

出に用いた人口は

福島県の推計人口

（総務省） 

64.6 人 68.8 人 72.3 人 B 

作業療

法士数 

735.5 人 
（平成 26,28 年度） 

747.3 人 
（平成 29,30 年度） 

873.5 人 
（令和 5 年度） 

B 

38.7 人 40.1 人 46.4 人 B 
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（３）今後目指すべき方向（取組事項） 

○ 引き続き現行の施策に取り組んでまいります。 

 

中間評価後の数値目標 

 

 理学療法士・作業療法士に係る数値目標については、引き続き以下のとおり設定

します。 

指標名 基準値 目標値 

理学療法士数 

1,228.5 人 

（平成 26,28 年度） 

1,362.5 人 

（令和 5 年度） 

64.6 人 72.3 人 

作業療法士数 

735.5 人 

（平成 26,28 年度） 

873.5 人 

（令和 5 年度） 

38.7 人 46.4 人 
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Ⅱ 診療放射線技師 

 

施策の方向性と中間評価 

 

（１）施策の方向性 

○ 医療技術の高度化や新たな医療需要に適切に対応するため、診療放射線技

師の安定的な確保と県内定着を進めるとともに、医療水準の高度化に対応で

きる診療放射線技師を育成するため、研修機会の確保及び関係団体の行う生

涯教育の充実を進めます。 

 

○ 公立大学法人福島県立医科大学における、診療放射線技師等を養成する新

学部については、令和 3 年４月に開学しました。開学後は、高度な知識と技

術を備えた医療技術者の育成を図ります。 

 

（２）数値目標の現状 

○ 診療放射線技師数・診療エックス線技師数については、人口 10 万人あた

りの人数とともに目標を達成しております。 

※常勤換算による。各指標の下段は人口 10 万対。 

指標名 基準値 現状値 目標値 評価 備考 

診療放射

線技師・ 

診療エッ

クス線 

技師数 

804.0 人 
（平成 26,28 年度） 

843.0 人 
（平成 29,30 年度） 

836.0 人 
（令和 5 年度） 

A 

医療施設調

査、病院報告 

※病院への調

査結果を踏

まえて目標

を設定 

※人口 10 万

対の算出に

用いた人口

は福島県の

推計人口

（総務省） 

42.3 人 45.2 人 44.4 人 A 

 

（３）今後目指すべき方向（取組事項） 

○ 引き続き現行の施策に取り組んでまいります。 
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中間評価後の数値目標 

 

 診療放射線技師に係る数値目標については、引き続き以下のとおり設定します。 

診療放射線技師に係る数値目標は、現時点で目標を達成しているものの、今後も

数値が変動しうることから、現行の目標値を継続することとします。 

 

指標名 基準値 目標値 

診療放射線技師・ 

診療エックス線技師数 

804.0 人 

（平成 26,28 年度） 

836.0 人 

（令和 5 年度） 

42.3 人 44.4 人 
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Ⅲ 歯科衛生士・歯科技工士 

 

施策の方向性と中間評価 

 

（１）施策の方向性 

○ 高齢社会の進展に伴って歯科保健医療の需要が高まっているため、歯科衛

生士・歯科技工士の安定的な確保と県内定着を推進するとともに、歯科保健

医療の高度化や多様化に対応できる歯科衛生士・歯科技工士を育成するため、

研修機会の確保及び関係団体の行う生涯教育の充実を促進します。 

また、関係団体との連携により、就業していない歯科衛生士等に対し研修

や実習の機会を提供し、歯科衛生士等の確保につなげます。 

 

（２）数値目標の現状 

○ 就業歯科衛生士数は目標達成に向けて順調に推移しています。就業歯科技

工士数は横ばいで推移しております。 

※各指標の下段は人口 10 万対 

指標名 基準値 現状値 目標値 評価 備考 

就業歯科

衛生士数 

1,396 人 
（平成 28 年度） 

1,493 人 
（平成 30 年度） 

1,709.5 人 
（令和 5 年度） 

B 

衛生行政報告例 

※歯科診療所等

への調査結果

を踏まえて目

標を設定 

※人口 10 万人

あたりの算出

に用いた人口

は福島県の推

計人口（総務

省） 

73.4 人 80.1 人 90.8 人 B 

就業歯科

技工士数 

752 人 
（平成 28 年度） 

725 人 
（平成 30 年度） 

853.4 人 
（令和 5 年度） 

B 

39.6 人 38.9 人 45.3 人 B 

 

（３）今後目指すべき方向（取組事項） 

○ 引き続き現行の施策に取り組んでまいります。 
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中間評価後の数値目標 

 歯科衛生士・歯科技工士に係る数値目標については、引き続き以下のとおり設定

します。 

指標名 基準値 目標値 

就業歯科衛生士数 

1,396 人 

（平成 28 年度） 

1,709.5 人 

（令和 5 年度） 

73.4 人 90.8 人 

就業歯科技工士数 

752 人 

（平成 28 年度） 

853.4 人 

（令和 5 年度） 

39.6 人 45.3 人 
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第３章 救急医療等事業別の医療体制の構築 

第１節 救急医療対策  

施策の方向性と中間評価 

  

  本県の救急医療における現状と課題を踏まえ、個々の役割と医療機能、それ

を満たす各関係機関、さらにそれら関係機関相互の連携により、病院前救護活

動から社会復帰までの医療が連携し継続して実施される体制を構築します。 

  なお、避難地域等の救急医療体制における核となる病院として、避難地域等

医療復興計画に基づき、平成 30 年 4 月に「福島県ふたば医療センター附属病

院」を開所しました。 

 

１ 救護 

（１）施策の方向性 

○ 東京電力福島第一原子力発電所の事故に伴い設定された避難指示区域によ

り、浜通りが南北に分断されたことから、メディカルコントロール体制を見

直し、県北医療圏と相双医療圏北部を一つの地域としたところであり、両地

域の救急医療関係者の更なる連携の促進を図ります。 

 

○ 救急搬送に占める軽症患者の割合が増加傾向にあり、患者側の専門医志向

等により二次、三次の救急医療機関に患者が集中する傾向があり、ひいて

は、真に救急対応が必要な方への救急医療へ支障を来すおそれがあります。

したがって、傷病の程度や緊急性により体系的に整備されている救急医療体

制が本来の機能を果たせるよう、県・市町村・消防機関・教育機関・医療機

関・医療関係団体等の関係機関が連携して、県民に対して救急医療機関の適

正な受診に向けた周知啓発を進めるとともに、傷病の程度の緊急度に応じた

適切な救急対応についての相談に応じる体制の充実に努めます。 

  また、県民が必要に応じた救急車の出動要請や救命処置を実施できるよう、

AED 使用を含めた救急に関する講習会の実施等を進めます。 

 

○ 消防機関と医療機関の連携を強化し、消防機関の速やかな搬送先選定を支

援するため、実施基準の見直しを進めます。さらには救急搬送中に消防機関

と医療機関との間で心電図等のデータをリアルタイムに共有するシステムの

全県的な普及を目指すとともに、本システム等から得られるデータを活用し、

救急医療の質の向上を図ります。 

 

○ 救急業務の高度化に対応するため、各消防本部における救急救命士の計画
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的な養成を進めるとともに、高規格救急車の導入の促進に努めます。 

 

○ 福島県救急医療対策協議会、福島県メディカルコントロール協議会及び各

地域に設置された協議会をとおして、プロトコール及び実施基準の見直しを

進め、搬送中における医療の質の維持及び向上、消防機関と救急医療の連携

強化を図り、地域の実情に応じた救急搬送体制の充実等を進めます。 

 

（２）数値目標の現状 

 ○ 救急隊のうち救命士常時運用隊の比率については、概ね順調に推移してい

ます。 

指標名 基準値 現状値 目標値 評価 備考 

救急隊のう

ち救命士常

時運用隊の

比率 

77.3% 
（平成 29 年度） 

83.3％ 
（令和 2 年度） 

91.2% 
（令和 5 年度） 

B 

救急・救助の現

況（総務省消防

庁） 

※ 全国平均を

目標。 

 

（３）今後目指すべき方向（取組事項） 

○ 引き続き現行の施策に取り組んでまいります。 

 

２ 救急医療 

（１）施策の方向性 

○ 避難地域等医療復興計画に基づき、福島県ふたば医療センター附属病院を

運営するなど、相双医療圏における二次救急医療体制の充実強化を図ります。 

 

○ より効果的な救急医療提供体制の確保を図るため、福島県救急医療対策協

議会及び各地域救急医療対策協議会等を通じて、救急医療を担う医療機関相

互の連携、一般医療機関と精神科医療機関との連携を促進します。 

 

○ 小児救急医療については、小児地域支援病院や小児地域医療センターを中

心とした地域における体制の整備とともに、これらの施設では対応が困難な

患者に対して高度な小児専門医療を提供する小児中核病院（公立大学法人福

島県立医科大学附属病院）が連携した小児救急医療の体制整備に努めます。 

 

○ 救急医療を担う人材については、不足が深刻な状況にあることから、公立

大学法人福島県立医科大学等と連携して、医師を始めとする救急医療従事者

の確保を進めます。 
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また、富岡町に開設した福島県ふたば医療センター附属病院と連携しなが

ら、相双医療圏南部の救急医療の確保を進めてまいります。 

 

○ 救急医療の質の向上を図るため、救急医療機関の施設設備等の整備を支援

し、ハード面の充実を図るとともに、救急医療従事者の研修受講等を支援す

ることで、ソフト面の充実を図ります。 

◆ 初期救急医療については、休日夜間急患センター等の施設設備整備を支

援するとともに、診療科目、診療時間の充実及び未設置市の解消に向け、

広域的対応を含めた関係自治体の取組を促進します。 

  また、当番医の状況を踏まえて、地域の薬剤師会と連携し、当番薬局の

確保を図ります。 

◆ 二次救急医療については、県土が広大な本県においては、特に二次救急

医療機関の果たす役割が重要であることから、病院群輪番制病院等の施設

設備整備等を支援します。 

◆ 三次救急医療については、救命救急センターの施設設備の充実や運営を

支援するとともに、ドクターヘリの運航を支援します。 

また、ドクターヘリの有効活用を図る観点から、救急医療機関における

ヘリポート整備を支援します。 

 

 〇 重症度・緊急度に応じた医療の提供を可能とするため、以下の体制を構築

します。 

  ◆ 患者の状況に応じた適切な救急医療の提供 

  ◆ 救急医療に係る資源の効率的な配置とアクセス時間を考慮した整備 

  ◆ 必要に応じて、より高度・専門的な救急医療機関へ速やかに紹介できる

連携体制 

  ◆ 脳卒中・急性心筋梗塞・重傷外傷等のそれぞれの疾患に応じた医療体制 

  ◆ 急性期を乗り越えた救命救急センターの患者を一般病棟へ円滑に転棟

できる体制 
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（２）数値目標の現状 

 ○いずれの指標も目標達成に向けて概ね順調に推移しています。 

指標名 基準値 現状値 目標値 評価 備考 

休日夜間急患セン

ター及びこれに準

じた初期救急医療

機関を整備してい

る地区数 

10 
(平成 28 年度) 

10 
(平成30年度) 

13 
(令和 5 年度) 

B 

現状値は、休

止中１を含

む。 

※ 13 市全

ての整備を

目標。 

心原性でかつ一般

市民により心肺機

能停止の時点が目

撃された症例の 1

か月後生存率 

6.7％ 
(平成 28 年度) 

9.6％ 
(令和元年度) 

13.3％ 
(令和 5 年度) 

B 

救急・救助の

現況（総務省

消防庁） 

※ 全国平均

13.3 以上

を目標 

 

（３）今後目指すべき方向（取組事項） 

○ 引き続き現行の施策に取り組んでまいります。 

 

３ 救命後の医療 

（１）施策の方向性 

○ 地域連携クリティカルパスの導入を進めるなど、救急医療機関と救命後の

医療を担う医療機関、さらに在宅医療を担う医療機関の連携を促進し、救急

搬送患者の社会復帰率の向上を図ります。 

 

〇 救急医療機関等から療養の場へ円滑な移行が可能となるよう、以下の体制

を構築します。 

 ◆ 救命期を脱するも、重度の合併症、後遺症のある患者が、救急医療施設

から適切な医療機関に転院できる体制 

 ◆ 重度の合併症、後遺症のある患者が、介護施設・在宅で療養を行う際

に、医療及び介護サービスが相互に連携できる体制 

 ◆ 地域包括ケアシステムの構築に向け、救急医療機関の機能と役割を明確

にし、地域で連携したきめ細かな取組を行うことができる体制 
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（２）数値目標の現状 

 ○ 心原性でかつ一般市民により心肺機能停止の時点が目撃された症例の1か

月後社会復帰率は、概ね順調に推移しています。 

指標名 基準値 現状値 目標値 評価 備考 

心原性でかつ一

般市民により心

肺機能停止の時

点が目撃された

症例の 1 か月後

社会復帰率 

3.2％ 
(平成 28 年度) 

3.3％ 
(令和元年度) 

 

6.1％ 

(平成 30 年度) 

8.7％ 
(令和 5 年度) 

B 

救急・救助の

現況（総務省

消防庁） 

※ 全国平均

8.7 以上を

目標 

   ※母数が少なく、年度ごとに上下しやすい指標であるため現状値を 2 カ年分併記。 

 

（３）今後目指すべき方向（取組事項） 

○ 引き続き現行の施策に取り組んでまいります。 

 

中間評価後の数値目標 

 

 救急医療対策に係る数値目標については、引き続き以下のとおり設定します。 

 

指標名 基準値 目標値 

救急隊のうち救命士常時運用隊の比率 
77.3% 

（平成 29 年度） 
91.2% 

（令和 5 年度） 

休日夜間急患センター及びこれに準じた初期

救急医療機関を整備している地区数 

10 
（平成 28 年度） 

13 
（令和 5 年度） 

心原性でかつ一般市民により心肺機能停止の

時点が目撃された症例の 1 か月後生存率 

6.7％ 
（平成 28 年度） 

13.3％ 
（令和 5 年度） 

心原性でかつ一般市民により心肺機能停止の

時点が目撃された症例の 1 か月後社会復帰率 

3.2％ 
（平成 28 年度） 

8.7％ 
（令和 5 年度） 
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第２節 小児医療対策  

施策の方向性と中間評価 

 

※第七次計画において目標値を設定していない項目（２ 小児救急医療、３ 相 

談支援等、５ 障がい児等の療養・療育の支援に関する施策、６ 災害時への 

対応に関する施策）については、次期計画において見直ししてまいります。 

 

１ 病院勤務の小児科医等 

（１）施策の方向性 

○ 小児科医が不足していることを踏まえ、公立大学法人福島県立医科大学へ

の委託により平成 28 年４月に設置した「ふくしま子ども・女性医療支援セ

ンター」において、以下の取組を行います。 

・ 全国から小児科医師の招へい 

・ 公立大学法人福島県立医科大学附属病院での高度・専門医療の診療、 

指導 

・ 県内拠点病院に対する医師派遣を通じた医療支援 

・ スキルアップのための講習会・研修会等の実施 

 

○ また、県外から転入する小児科医に研究資金を貸与するとともに、小児科

を専攻する県内勤務の研修医に対し研修資金を貸与し、県内の自治体病院等

で一定期間勤務した場合には返還免除することで、病院勤務の小児科医の確

保を図ります。 

 

○ 公立大学法人福島県立医科大学医学部の入学定員増に併せて創設された

「緊急医師確保修学資金」制度により県内の医師確保を図りながら、小児科

医の確保を進めます。 

 

○ 施設において必要とされる看護職員の確保を図るため、離職防止・定着化

に努めます。 

 

（２）数値目標の現状 

 ○ 小児科医師数については、概ね順調に推移しています。 
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指標名 基準値 現状値 目標値 評価 備考 

小児科医師数 
（人口 10 万対） 

95.6 人 
（平成28年度） 

102.3 人 
（平成30年度） 

124.5 人 
（令和 5 年度） 

B 
医師・歯科

医師・薬剤

師調査 

 

（３）今後目指すべき方向（取組事項） 

○ 引き続き現行の施策に取り組んでまいります。 

 

４ 乳幼児の健康診査・予防接種 

（１）施策の方向性 

○ 本県の 3 歳児健康診査の受診率は全国平均を上回って推移していますが、

今後も、受診勧奨や未受診者対策が図られるよう市町村に働きかけるなどに

より、受診率の向上を図ります。 

 

○ 麻しん・風しんの予防接種については、接種率の高い市町村の取組を情報

提供するなどして市町村の取組を支援するとともに、麻しんの予防接種強化

月間に合わせて予防接種の重要性について県民への周知を図るなど、市町村

や医療機関等と連携しながら、接種率の向上に努めます。 

 

（２）数値目標の現状 

 ○ 3 歳児健康診査受診率は概ね順調に推移しています。 

○ 麻しん・風しん予防接種率（Ⅰ期・Ⅱ期）については、Ⅰ期は進捗が遅れ 

ていますが、Ⅱ期は概ね順調に推移しています。 

 

指標名 基準値 現状値 目標値 評価 備考 

3 歳児健康診

査受診率 
95.7％ 

（平成 27 年度） 
97.5％ 

（平成 29 年度） 
100％ 

（令和 5 年度） 
B  

麻しん・風し

ん予防接種率

（Ⅰ期） 

97.7％ 
（平成 28 年度） 

95.7％ 
（令和元年度） 

98.0％ 
（令和 2 年度） 

C 
「福島県麻し

ん（はしか）

対策指針」と

整合性を図っ

て目標を設

定。 

麻しん・風し

ん予防接種率

（Ⅱ期） 

92.9% 
（平成 28 年度） 

94.8％ 
（令和元年度） 

98.0％ 
（令和 2 年度） 

B 

 

（３）今後目指すべき方向（取組事項） 

○ 引き続き市町村や関係機関との連携を図り、より多くの方に接種いただけ

るよう情報発信と接種勧奨の強化を行うことで、麻しん・風しん予防接種率

の目標達成を目指します。 



 

33 

 

第３章 救急医療等事業別の医療体制の構築 

中間評価後の数値目標 

 

 小児医療に係る数値目標については、引き続き以下のとおり設定します。 

麻しん・風しん予防接種率（Ⅰ期・Ⅱ期）については、令和 2 年度までの数値目

標としていたため、進捗状況を踏まえ、新たに令和 5 年度までの数値目標を設定し

ます。 

指標名 基準値 目標値 

小児科医師数 

（人口 10 万対） 

95.6 人 

（平成 28 年度） 

124.5 人 

（令和 5 年度） 

3 歳児健康診査受診率 
95.7％ 

（平成 27 年度） 

100％ 

（令和 5 年度） 

麻しん・風しん予防接種

率（Ⅰ期） 

97.7％ 

（平成 28 年度） 

98.0％ 

（令和５年度） 

麻しん・風しん予防接種

率（Ⅱ期） 

92.9% 

（平成 28 年度） 

98.0％ 

（令和５年度） 
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第３節 周産期対策  

施策の方向性と中間評価 

 

※第七次計画において目標値を設定していない項目（３ 妊産婦への支援、 

４ 周産期医療関連施設を退院した障がい児等への支援、５ 災害時への 

対応）については、次期計画において見直ししてまいります。 

 

１ 周産期医療体制の整備 

（１）施策の方向性 

○ 高度な周産期医療が適切かつ円滑に提供されるために、各周産期医療機関

の果たしている機能に応じた役割分担と連携体制の強化を図ります。 

 

○ 周産期医療協議会等をとおして、周産期医療体制の現状や課題、あるべき

姿について協議を進め、周産期医療システムの充実を図ります。 

また、周産期医療機関の充実を図るため、周産期医療に必要な施設・設備

整備及び運営について支援します。 

 

（２）数値目標の現状 

  ○ 診療報酬加算対象 NICU 病床数及び MFICU 病床数については、現時点で 

は数値に変更ありません。 

○ 周産期死亡率については、概ね順調に推移しています。 

指標名 基準値 現状値 目標値 評価 備考 

診療報酬加算

対象 NICU 病

床数 

42 床 
（平成29年度） 

42 床 
（平成30年度） 

45 床 
（令和 5 年度） 

B 
 

診療報酬加算

対象 MFICU

病床数 

9 床 
（平成29年度） 

9 床 
（平成30年度） 

12 床 
（令和 5 年度） 

B 
 

周産期死亡率 
4.6 

（平成28年度） 
3.9 

（平成30年度） 
3.6 

（令和 5 年度） 
B 

人口動態統計 

（厚生労働省） 

 

（３）今後目指すべき方向（取組事項） 

○ 引き続き現行の施策に取り組んでまいります。 

 

２ 周産期医療にかかる人材の確保と育成 

（１）施策の方向性 

○ 周産期医療を担う医師が不足していることを踏まえ、公立大学法人福島県
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立医科大学への委託により平成 28 年４月に設置した「ふくしま子ども・女

性医療支援センター」において、以下の取組を行います。 

・ 全国から産婦人科、小児科医師の招へい  

・ 公立大学法人福島県立医科大学附属病院での高度・専門医療の診療、 

指導 

・ 県内拠点病院に対する医師派遣を通じた医療支援 

・ スキルアップのための講習会・研修会等の実施 

 

○ 公立大学法人福島県立医科大学医学部の入学定員増に併せて創設された

「緊急医師確保修学資金」制度により県内の医師確保を図りながら、産科医・

産婦人科医の確保を進めます。 

 

○ 現在現場を支えている周産期医療機関の医師の負担が増加していることか

ら、分娩取扱件数に応じて支給される手当を支給し、医師等の処遇改善を図

る医療機関を支援します。 

  また、福島県医療勤務環境改善支援センターを通じた医師の勤務環境改善

の取組支援や医師の処遇改善の取組に要する経費の補助により医療機関を

支援し、その確保を推進します。 

 

○ 施設において必要とされる看護職員の確保を図るため、離職防止・定着化

に努めます。 

 

○ 助産師の自律と周産期医療の質の向上を図るため、アドバンス助産師の認

証を促進します。 

 

○ 助産師出向支援事業協議会を設置するとともに、コーディネーターを配置

し、助産実践能力の強化などを目的とした助産師の出向事業を推進します。 

 

○ 助産師の専門性を活用し、妊産婦へ質の高いケアを実現するため、院内助

産や助産師外来の設置を推進します。 

 

○ 周産期に関する業務はますます高度で複雑なものとなっていることから、

周産期医療機関の医師、助産師、看護師等に対し、研修会を開催するなど、

質の高い周産期医療の提供を推進します。 
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  ○  晩婚化や晩産化等により、不妊に悩む夫婦等が増えており、生殖医療に対す

る需要が高まっていることを踏まえ、公立大学法人福島県立医科大学で設置

している「生殖医療センター」における不妊治療体制の充実・強化を図るとと

もに、県内の医療機関との連携を進めます。 

 

（２）数値目標の現状 

 ○ 産科・産婦人科医師数、NICU 担当常勤医師数及び NICU 担当常勤看護師 

数については、概ね順調に推移しています。 

○ 助産業務を行う助産師数については、最新値の把握後に達成状況を評価し 

ます。 

 

指標名 基準値 現状値 目標値 評価 備考 

産科・産婦人

科医師数（人

口１０万対） 

36.0 人 
（平成 28 年度） 

39.4 人 
（平成 30 年度） 

51.2 人 
（令和 5 年度） 

B 

医師・歯科

医師・薬剤

師調査 

NICU 担当常

勤医師数（専

任） 

16 人 
（平成 29 年度） 

18 人 
（平成 30 年度） 

23 人 
（令和 5 年度） 

B 

※ 病院等

への調査

結果を踏

まえて目

標を設

定。 

NICU 担当常

勤看護師数（専

任） 

116 人 
（平成 29 年度） 

133 人 
（平成 30 年度） 

136 人 
（令和 5 年度） 

B 

助産業務を行

う助産師数 
373 人 

（平成 29 年度） 
－ 

※最新値なし 
437 人 

（令和 5 年度） 
D 

 

（３）今後目指すべき方向（取組事項） 

○ 引き続き現行の施策に取り組んでまいります。 

 

中間評価後の数値目標 

 

 周産期対策に係る数値目標については、引き続き以下のとおり設定します。 
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指標名 基準値 目標値 

診療報酬加算対象 NICU 病床数 
42 床 

（平成 29 年度） 

45 床 

（令和 5 年度） 

診療報酬加算対象 MFICU 病床数 
9 床 

（平成 29 年度） 

12 床 

（令和 5 年度） 

周産期死亡率 
4.6 

（平成 28 年） 

3.6 

（令和 5 年） 

産科・産婦人科医師数（人口１０

万対） 

36.0 人 

（平成 28 年度） 

51.2 人 

（令和 5 年度） 

NICU 担当常勤医師数（専任） 
16 人 

（平成 29 年度） 

23 人 

（令和 5 年度） 

NICU 担当常勤看護師数（専任） 
116 人 

（平成 29 年度） 

136 人 

（令和 5 年度） 

助産業務を行う助産師数 
373 人 

（平成 29 年度） 

437 人 

（令和 5 年度） 
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第４節 災害対策  

Ⅰ 災害時医療 

 

施策の方向性と中間評価 

 

※第七次計画において目標値を設定していない項目（２ 通信手段の確保）に 

ついては、次期計画において見直ししてまいります。 

 

１ 応援派遣の受入体制等 

（１）施策の方向性 

○ 東日本大震災において、県災害対策本部の調整機能や後方支援機能が不十

分であったことを踏まえて、災害医療コーディネーターの養成研修等を実施

するなどして災害医療コーディネーターの確保を図るとともに、「福島県災害

救急医療マニュアル」を見直し、災害医療コーディネーターを核とする、全

国のモデルとなる災害時医療体制を構築していきます。また、小児周産期医

療に係る災害時への対応については、第２節「小児医療」に記載しています

が、災害時小児周産期リエゾンの養成を進めます。 

災害時の医療救護に関する協定を締結している関係団体との連携を強化す

るとともに、福島県災害時医薬品等備蓄供給システム等の維持・充実や、SCU

の県内設置に係る環境の整備を進めます。 

 

○ 災害医療支援薬剤師登録制度等を活用し、災害時に必要となる技能を有す

る薬剤師の確保を図ります。 

 

○ 総合防災訓練や災害拠点病院と消防機関の合同訓練等を、県医師会を始め

とする関係団体、DMAT、災害医療コーディネーター等の参加も含め、毎年

度計画的に実施し、災害時医療に関する研修機会の確保に努めます。 

 

（２）数値目標の現状 

○ 災害医療コーディネーター数については、現時点では数値に変更ありませ 

ん。 
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指標名 基準値 現状値 目標値 評価 備考 

災害医療コーデ

ィネーター数 
11 

(平成 29 年度) 
11 

(令和２年度) 
30 

(令和 5 年度) 
C 

※ 県災害対

策本部・９

保健所に各

3 名を目

標。 

 

（３）今後目指すべき方向（取組事項） 

○ 災害医療コーディネーター数の拡充を図るため、これまでコーディネータ

ーの登録実績のない病院に対し、積極的に養成研修等の受講を働きかけ、新

規の医療機関からの災害医療コーディネーター登録数増を目指します。 

 

３ 災害拠点病院の機能強化 

（１）施策の方向性 

○ 災害時にも診療機能を確保できるよう、災害拠点病院における施設の耐震

化を支援するとともに、後方搬送に対応するため、災害拠点病院における敷

地内ヘリポートの整備を進めます。 

 

○ 全ての災害拠点病院において業務継続計画を整備するよう支援するととも

に、業務継続計画の観点も踏まえた災害対応マニュアルの整備状況や検証状

況、訓練の実施状況等を把握し、情報提供を行うなどして、災害対応マニュ

アルの改善を支援します。 

 

【DMAT】 

○ 国が実施する DMAT 研修の受講等を支援するとともに、DMAT の増加と

既に要請されている DMAT のサポートを目的として、県内で DMAT 隊員の

養成研修を実施します。 

 

○ DMAT 隊員に対し、技能維持と原子力災害への対応を目的として、県内で

DMAT 隊員の技能維持研修を実施します。 

 

○ DMAT の機能強化を図るため、DMAT 専用の救急車両（DMAT カー）の

整備等を支援します。 

 

【ＤＰＡＴ】 

○ 国の実施するＤＰＡＴ研修の受講等を支援するとともに、精神科病院協会

と連携しながら、県内においてもＤＰＡＴ養成研修を実施し、登録チーム数
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を増やすなど、体制整備を進めます。 

 

（２）数値目標の現状 

 ○ 災害拠点病院数は現時点では数値に変更ありません。 

 ○ 災害拠点病院における業務継続計画の策定については、目標を達成してお 

ります。 

指標名 基準値 現状値 目標値 評価 備考 

災害拠点病

院数 

８ 

(平成 29 年度) 

８ 

（令和２年度） 

１２ 

（令和 5 年度） 
C 

※12 消防本部

管内に対応で

きるよう各１

病院設置。 

災害拠点病

院における

業務継続計

画の策定 

12.5％ 
(平成 29 年度) 

100％ 
（令和元年度） 

100％ 
（令和 5 年度） 

A 

 

 

（３）今後目指すべき方向（取組事項） 

○ 災害拠点病院については地域毎の医療体制の偏在がないよう考慮し、病院

数の拡充を目指します。 

〇 災害拠点病院における業務継続計画について、災害拠点病院数の拡充とと

もに策定率１００％の継続を目指します。 

 

中間評価後の数値目標 

 

 災害時医療に係る数値目標については、引き続き以下のとおり設定します。 

 災害拠点病院における業務継続計画の策定については目標を達成しております

が、病院の移転や改築等により新たな計画策定が必要となることから、現行の目標

値を継続することとします。 

指標名 基準値 目標値 

災害医療コーディネーター数 
11 

（平成 29 年度） 

30 

（令和 5 年度） 

災害拠点病院数 
８ 

（平成 29 年度） 

１２ 

（令和 5 年度） 

災害拠点病院における業務継続

計画の策定 

12.5％ 

（平成 29 年度） 

100％ 

（令和 5 年度） 
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Ⅱ 原子力災害医療等 

 

施策の方向性と中間評価 

 

※第七次計画において目標値を設定していない項目（２ 福島県原子力災害医 

療行動計画の定期的な見直し等、３ 医療資機材等の確保・管理、４ 広域 

連携の強化と訓練の実施等、５ 研修機会の確保及び知識の普及・啓発）に 

ついては、次期計画において見直ししてまいります。 

 

１ 原子力災害医療機関の充実 

（１）施策の方向性 

○ 原子力災害医療においては、地震や津波被害など複合災害や広域災害の局

面での救急・災害医療活動を伴うことが想定されます。そのため原子力災害

医療機関については、災害拠点病院ならびに救命救急センターを中心に、原

子力災害拠点病院及び原子力災害医療協力機関の指定数を拡充させるなど、

原子力災害医療体制の充実に努めます。 

 

（２）数値目標の現状 

○ 原子力災害拠点病院・原子力災害医療協力機関の指定数については、概ね 

順調に推移しております。 

指標名 基準値 現状値 目標値 評価 備考 

原子力災害拠

点病院・原子力

災害医療協力

機関の指定数 

8 機関 
（平成29年度） 

10 機関 
（令和２年度） 

12 機関 
（令和 5 年度） 

B 

各医療圏に２か所整

備。 

災害拠点病院や救命

救急センターは原子

力災害拠点病院の指

定を目指す。 

   ※ なお、被災地域の医療機関が再開した場合には、福島第一原子力発電所廃炉作業に

伴う被ばく汚染に対する傷病者を診療する医療機関の指定を目指す。 

 

（３）今後目指すべき方向（取組事項） 

○ 引き続き現行の施策に取り組んでまいります。 

 

中間評価後の数値目標 

 原子力災害医療等に係る数値目標については、引き続き以下のとおり設定します。 

指標名 基準値 目標値 

原子力災害拠点病院・原子力災害

医療協力機関の指定数 

8 機関 

（平成 29 年度） 

12 機関 

（令和 5 年度） 
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第５節 過疎・中山間地域の医療（へき地医療） 

施策の方向性と目標 

 

１ へき地診療所の医師の確保 

（１）施策の方向性 

○ 福島県地域医療支援センターにおいて運営している「ドクターバンクふく

しま」により、医師の退職等によりへき地診療所の医師に不足が生じた場合

には、後任の医師が確保できるよう、求職登録があった医師がへき地診療所

で就職できるよう面談等のフォローを行うなど、必要な支援を行っていきま

す。 

 

○ 県内外の医学部生を対象に、へき地診療所等の地域医療の現場見学や、地

域住民との交流などの体験の場を提供し、地域医療への理解を深めてもらう

ことで、過疎・中山間地域の地域医療の担い手の育成を図ります。 

 

○ 学校法人自治医科大学卒業医師のへき地医療機関への派遣や県内定着を促

進するほか、「へき地医療等医師確保修学資金制度」等の運用により、過疎・

中山間地域における医師の確保を図ります。 

また、高齢化が進む過疎・中山間地域において必要とされる慢性疾患への

対応など、プライマリ・ケア全般を担うことができる医師の養成を、公立大

学法人福島県立医科大学と連携して進めます。 

 

（２）今後目指すべき方向（取組事項） 

○ 引き続き現行の施策に取り組んでまいります。 

 

２ 過疎・中山間地域の医療の支援 

（１）施策の方向性 

○ 「福島県地域医療支援センター」と「福島県へき地医療支援機構」の一本

化を検討し、効率的・効果的な医師派遣モデルを構築することで、へき地医

療支援システムを充実させ、過疎・中山間地域における医師の支援体制の強

化を図ります。 

 

○ 初期診療機能の向上のため、へき地診療所における医療機器等の整備を支

援します。 

また、無医地区等を有する市町村への患者輸送車の導入を推進し、患者搬
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送体制の整備を支援します。 

 

○ 公立大学法人福島県立医科大学附属病院のドクターヘリを有効活用すると

ともに、ドクターカーの有効活用を進め、過疎・中山間地域における救急医

療の確保を図ります。 

○ 情報通信技術（ICT）を活用した医療情報連携システムの整備を促進し、

へき地診療所の医師の負担軽減を図りながら、へき地診療所の診療機能の支

援の強化を図ります。 

 

○ 南会津地域の唯一の病院の医療機能については、将来の医療需要や地域の

実態を踏まえ、必要な医療機能を確保します。 

 

（２）今後目指すべき方向（取組事項） 

○ 引き続き現行の施策に取り組んでまいります。 
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第３章 救急医療等事業別の医療体制の構築 

第６節 在宅医療  

施策の方向性と中間評価 

 

※第七次計画において目標値を設定していない項目（２ 生活を支える体制の 

整備）については、次期計画において見直ししてまいります。 

 

１ 看取りを含む在宅医療提供体制の構築 

（１）施策の方向性 

○ 病院、医科・歯科診療所、訪問看護ステーション、薬局、介護施設等の間

の連携を促進し、24 時間 365 日対応の在宅医療体制の構築を推進します。 

◆ 医療・介護サービスの向上のため、「キビタン健康ネット」等のＩＣＴ

（情報通信技術）を活用した病院、医科・歯科診療所、訪問看護ステーシ

ョン、薬局、介護施設等の連携を推進します。 

◆ 入院医療機関における退院支援担当者の配置を推進します。 

◆ 全圏域で策定した退院支援ルールを運用し、多職種連携による退院後の

在宅療養の支援体制の構築を推進します。 

◆ 患者の急変時に受入を担う入院医療機関（特に地域包括ケア病棟を有す

る医療機関）と、在宅医療を担う医療機関、訪問看護事業所等の連携体制

の構築を推進します。 

◆ 地域毎の薬局における無菌調剤室の整備を推進し、輸液ポンプなど在宅

医療に欠かせない医療機器などの取扱に精通する薬剤師の人材育成に努め

るとともに、多職種連携により、在宅によるがん疼痛緩和ケアが実施でき

る環境の整備を進めます。 

◆ 服薬情報を一元的に管理し、かかりつけ医等と連携するかかりつけ薬剤

師・薬局の普及・啓発を図ります。 

◆ 在宅医療・介護連携のための相談員（コーディネーター）の養成を推進

します。 

◆ 入院医療から退院後の在宅復帰が円滑にできるよう、全圏域において策

定・運用している退院調整ルールの評価・見直しを毎年度実施し、医療機

関と居宅サービス事業所等が連携し、情報共有できる体制整備を推進しま

す。 

 

○ 地域において包括的かつ継続的な在宅医療が提供できるように、多職種連

携による在宅医療提供の拠点の整備を推進します。 
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◆ 効率的・効果的な在宅医療が行えるように、医科・歯科訪問診療、訪問

看護に必要な医療機器等の整備を推進します。 

◆ 在宅における口腔ケアや栄養指導、訪問リハビリテーションの提供体制

の構築を推進します。 

 

○ 安定的な訪問看護の提供体制の整備を推進します。 

◆ 看取りや重症度の高い利用者へ対応できるよう、訪問看護ステーション

間や関係機関との連携強化、訪問看護ステーションの機能強化を図りま

す。 

 

○ 在宅での療養生活を支える医療・介護従事者の確保・養成を図ります。 

◆ 在宅医療に取り組む医療従事者のための同行訪問を含む導入研修の開催

を支援します。 

◆ 訪問看護師等の質の向上や連携強化のための研修を開催します。 

 

○ 患者が望む場所での看取りが可能な体制の整備を推進します。 

◆ 看取りに対応できる医師、看護職員、介護関係者を養成するための、多

職種の研修や施設との研修会の開催を支援します。 

◆ 高齢化の進展に伴い高齢者の救急搬送が増加している中で、人生の最終

段階において在宅療養患者の意思が尊重される環境を整備するため、地域

における在宅医療・救急医療等の関係者間の連携体制の構築を推進しま

す。 

◆ 自らが望む形で人生の最後を迎えられるよう、人生会議(ACP・アドバ

ンスケアプランニング)の取り組みの普及を推進するとともに、その取り

組みの一環として、人生の最終段階において本人の意思に沿った医療・ケ

アが行われるよう、あらかじめ治療等に関する意思表示を記載するエンデ

ィングノートの普及を推進します。 

◆ 住み慣れた場所での療養と最期を望む患者及び家族に、必要な在宅医療

が提供されるよう、在宅医療に関する情報の発信に努めるとともに、在宅

医療のメリットについて県民の理解を促すための周知啓発を進めます。 

 

○ 在宅医療・介護連携の推進に関しては、地域医師会等の関係機関との連携 

が重要となるため、県は福島県在宅医療・介護連携支援センターを活用して

各地域の在宅医療・介護連携支援センター等の支援を行うとともに、関係機

関との調整を行いながら、市町村及び地域包括支援センターが在宅医療・介

護連携を推進できるよう支援します。 
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◆ 地域包括ケアシステムの構築に向けた在宅医療の課題について、医療関

係団体・介護関係団体・市町村等の在宅医療関係者により協議し解決を図

ります。 

◆ 市町村及び医師会等関係機関における在宅医療・介護連携推進事業の推

進役となるリーダーを育成するための研修会を開催して市町村の取組を支

援します。 

 

（２）数値目標の現状 

○ 退院調整支援担当者を配置する病院数、訪問診療を受けた患者数、看取り

数については、概ね順調に推移しております。 

○ 訪問診療を実施している診療所数、往診を実施している診療所数について

は、進捗が遅れています。 

指標名 基準値 現状値 目標値 評価 備考 

退院調整支援担当

者を配置する病院

数 

45 

(平成26年10月) 

53 

(平成29年10月) 

80 

（令和 2 年度） 
B 

医療施設

調査 

訪問診療を実施し

ている診療所数 

308 

(平成 26 年 9 月) 

278 

(平成29年10月) 

340 

（令和 2 年度） 
C 

医療施設

調査 

訪問診療を受けた

患者数（レセプト

件数） 

93,629 

(平成 27 年度) 

94,856 

(令和元年度) 

103,000 

（令和 2 年度） 
B NDB 

往診を実施してい

る診療所数 

317 

(平成 26 年 9 月) 

285 

(平成29年10月) 

350 

（令和 2 年度） 
C 

医療施設

調査 

看取り数 

（レセプト件数） 

2,598 

(平成 27 年度) 

2,843 

(令和元年度) 

2,900 

（令和 2 年度） 
B NDB 

 

（３）今後目指すべき方向（取組事項） 

○ 引き続き現行の施策に取り組んでまいります。 

○ 在宅医療に取り組む医療従事者を増やすための研修等を支援してまいりま

す。 

 

中間評価後の数値目標 

 在宅医療に係る数値目標については、厚生労働省から 3 年に一度公表される医療

施設調査（静態調査）の数値により進捗状況を確認していることから、目標値を据

え置きます。 

 



 

47 

 

第３章 救急医療等事業別の医療体制の構築 

指標名 基準値 目標値 

退院調整支援担当者を配置する病院数 
45 

(平成 26 年 10 月) 

80 

（令和 2 年度） 

訪問診療を実施している診療所数 
308 

(平成 26 年 9 月) 

340 

（令和 2 年度） 

訪問診療を受けた患者数（レセプト件数） 
93,629 

(平成 27 年度) 

103,000 

（令和 2 年度） 

往診を実施している診療所数 
317 

(平成 26 年 9 月) 

350 

（令和 2 年度） 

看取り数（レセプト件数） 
2,598 

(平成 27 年度) 

2,900 

（令和 2 年度） 
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第７節 リハビリテーション 

施策の方向性と中間評価 

 

１ リハビリテーションの充実 

（１）施策の方向性 

○ 急性期から回復期、維持期への円滑な移行を図るため、地域連携クリティ

カルパスの活用等を通じて、医療機関相互の連携体制の整備を促進します。 

 

○ 理学療法士、作業療法士、言語聴覚士などリハビリテーションに従事する

医療従事者等の確保と資質向上に努めます。 

 

○ 関係団体と連携し、医療機関におけるリハビリテーションの実施を促進し、

より身近な地域で、多くの県民がリハビリテーションを行える体制の整備を

進めます。 

 

（２）数値目標の現状 

 ○ 回復期リハビリテーション病棟入院料届出病院数については、目標達成に

向けた進捗は遅れています。 

指標名 基準値 現状値 目標値 評価 備考 

回復期リハビ

リテーション

病棟入院料届

出病院数 

17 
（平成 29 年度） 

18 
（令和 2 年度） 

26 
（令和 5 年度） 

C                            

※ 病院への調

査結果等を踏

まえて目標を

設定。 

 

（３）今後目指すべき方向（取組事項） 

○ リハビリテーションに対する理解を深めるための研修会・意見交換会、外

部講師を招いた講演会等を開催するための補助を行うなど、リハビリテーシ

ョンに従事する医療従事者等の確保と資質向上に向けた取り組みを強化して

まいります。 

 

２ 地域リハビリテーションの推進 

（１）施策の方向性 

○ 誰もがその人なりの自立した生活に向けた支援を効果的かつ円滑に受けら

れるよう、県地域リハビリテーション支援センター等と連携して、多職種に

よる地域リハビリテーション提供体制の整備を図ります。 
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○ 地域住民が主体となり、その人なりの自立した生活に向けて自ら努力でき

るよう、広く地域住民に対し、自立支援を働きかけます。 

 

○ 広域支援センタ一を中核として保健、医療、福祉の関係機関からなる地域

リハビリテ一ション連絡協議会を設置し、高齢者福祉圏域における地域リハ

ビリテーション活動の現状と課題について検討します。 

 

○ 県内の地域リハビリテーション事業の推進のため、地域リハビリテーショ

ン実施機関の取組事例や研究成果等を発表することにより、他職種の理解を

深めるとともに、情報・意見交換の場とすることを目的として、県内の関係

者及び一般住民を対象とした研究大会を開催します。 

 

○ リハビリテーション専門職の市町村への派遣に当たり、市町村事業等に必

要な知識（活動と参加に焦点をあてたアプローチ）を習得してもらうための

研修会を開催するとともに、リハビリテーション関連団体が、理学療法士、

作業療法士、言語聴覚士に対して実施する、介護予防の推進に資する指導者

を育成する研修を支援します。 

 

○ 広域支援センターだけでなく、相談センターが市町村や施設等への現地支

援を担い、地域にとってより身近な機関が支援を行えるよう推進します。 

 

（２）数値目標の現状 

 ○ 地域リハビリテーション相談センター数については、概ね順調に推移して

います。 

指標名 基準値 現状値 目標値 評価 備考 

地域リハビリテ

ーション相談セ

ンター数 

73 
（平成 29 年度） 

86 
（令和元年度） 

112 
（令和 5 年度） 

B  

 

（３）今後目指すべき方向（取組事項） 

○ 引き続き現行の施策に取り組んでまいります。 
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中間評価後の数値目標 

 

 リハビリテーションに係る数値目標については、引き続き以下のとおり設定し 

ます。 

指標名 基準値 目標値 

回復期リハビリテーショ

ン病棟入院料届出病院数 

17 

（平成 29 年度） 

26 

（令和 5 年度） 

地域リハビリテーション

相談センター数 

73 

（平成 29 年度） 

112 

（令和 5 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４章 疾病等に応じた医療体制の構築 
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第４章 疾病等に応じた医療体制の構築 

第１節 がん対策  

施策の方向性と中間評価 

 

※第七次計画において目標値を設定していない項目（３ 放射線療法、化学療法 

及び手術療法の推進並びにがん医療従事者の育成、４ 各医療機能との連携、 

６ 相談支援体制の整備、７ がん登録の推進、８ 在宅医療の推進、９ 小児 

がん、AYA 世代のがん、10 高齢者のがん対策、11 福島県がん対策推進 

計画の策定）については、次期計画において見直ししてまいります。 

 

１ がん予防の推進 

（１）施策の方向性 

○ がん対策において予防は極めて重要であることから、健康増進法に基づく

健康増進計画である「第二次健康ふくしま２１計画」及びがん対策基本法に

基づく「福島県がん対策推進計画」による取組と連動して、がんの危険因子

とされる食生活、喫煙、飲酒などの生活習慣の改善や感染症の予防と重症化

防止のための正しい知識の普及を推進するとともに、栄養バランスのとれた

食生活や減塩につながる食環境の整備を推進します。 

また、たばこによるがんなどの健康被害は、国内外の多数の科学的知見に

より因果関係が確立していることから、関係団体等と連携しながら、公共施

設や職場、飲食店等における禁煙を進めるとともに、喫煙防止教育等を推進

し、受動喫煙の機会を減らすための対策や喫煙率の減少のための対策を進め

ます。 

 

○ 子供の頃から健康と命の大切さを学び、自らの健康を適切に管理するとと

もに、がんに対する正しい知識、がん患者への理解及び命の大切さに対する

認識を深められるよう医師やがん患者・経験者等の外部講師を活用し、健康

教育の一環としてがん教育を推進します。 

 

（２）数値目標の現状 

○ 喫煙率は、微減となっており、目標達成に向けた進捗は遅れています。 

指標名 基準値 現状値 目標値 評価 備考 

喫煙率 

22.3％ 

内訳 

男性 34.4％ 

女性 10.8％ 
（平成 28 年度） 

21.9％ 

内訳 

男性 33.8％ 

女性 10.５％ 
（令和元年度） 

12.0％ 

内訳 

男性 19.0% 

女性 5.4% 
（令和 4 年度） 

C 

国民生活基礎調査 

※ 第二次健康ふ

くしま２１計画

と整合性を図っ

て目標を設定。 
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（３）今後目指すべき方向（取組事項） 

○ 喫煙者に対する禁煙支援、喫煙防止教育、受動喫煙防止対策を継続的に推 

進し目標達成を目指します。 

 

２ がん検診の受診率及び質の向上 

（１）施策の方向性 

○ 未受診者に対する普及啓発や受診勧奨の実施、検診を受けやすい環境の整

備に努めるなど未受診者をなくすことに重点をおいた、より効率的ながん検

診を推進するとともに、医療機関や検診実施機関と連携を図り、要精検者の

精検受診率の向上に努めます。 

 

○ 県生活習慣病検診等管理指導協議会の一層の活用を図り、がん検診の実施

方法の改善や精度管理の向上に向けた取組を検討し、市町村及び検診受診機

関に対し、検診の実施方法や精度管理のあり方について、専門的な見地から

助言を行っていきます。 

 

（２）数値目標の現状 

○ がん検診の受診率については、胃がんは概ね順調に推移しています。 

○ 肺がん、大腸がん、子宮頸がん及び乳がんの指標は進捗が遅れています。 

指標名 基準値 現状値 目標値 評価 備考 

胃がん検診

受診率 
26.9％ 

（平成 27 年度） 
35.0％ 

（令和元年度） 
５0％以上 

（令和 5 年度） 
B 

市町村対策型がん

検診受診率。検診対

象年齢は 40～69

歳、子宮頸がんは

20～69 歳。 

胃がんは現状 40

～69歳から 28年

度以降、50～69歳

に変更 

※第二次健康ふく

しま２１計画及び

福島県がん対策推

進計画と整合性を

図って目標を設定。 

肺がん検診

受診率 
36.9％ 

（平成 27 年度） 
33.7％ 

（令和元年度） 
５0％以上 

（令和 5 年度） 
C 

大腸がん検

診受診率 
33.9％ 

（平成 27 年度） 
29.7％ 

（令和元年度） 
５0％以上 

（令和 5 年度） 
C 

子宮頸がん

検診受診率 
40.4％ 

（平成 27 年度） 
39.8％ 

（令和元年度） 
60％以上 

（令和 5 年度） 
C 

乳がん検診

受診率 
44.9％ 

（平成 27 年度） 
44.9％ 

（令和元年度） 
60％以上 

（令和 5 年度） 
C 
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（３）今後目指すべき方向（取組事項） 

○ 受診機会の拡大及び企業や教育機関と連携した普及啓発など受診率向上 

のための取組を強化し、目標達成を目指します。 

 

５ 緩和ケアの推進 

（１）施策の方向性 

○ がん患者とその家族の療養生活の質の向上のために、がんと診断されたと

きから緩和ケアが行われるよう、また在宅での緩和ケアが円滑に行われるよ

うに、緩和ケアに携わる医師、歯科医師、看護師、薬剤師及び介護支援専門

員等の研修機会の確保を図ります。 

  また、医療機関・薬局に対して、「麻薬管理マニュアル」（厚生労働省）及

び「医療用麻薬適正使用ガイダンス」（同省）について周知し、緩和ケアにお

ける医療用麻薬の適正な管理と使用を推進します。 

 

（２）数値目標の現状 

 ○ 緩和ケア病棟を有する医療機関数については、概ね順調に推移しています。 

指標名 基準値 現状値 目標値 評価 備考 

緩和ケア病

棟を有する

医療機関数 

６ 
（平成 28 年３月） 

７ 
（令和３年度） 

12 
（令和 5 年度） 

B 

 

 

（３）今後目指すべき方向（取組事項） 

○ 医療機関と連携しながら、今後の緩和ケアの取り組みを進めます。 
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中間評価後の数値目標 

 

 がん対策に係る数値目標については、引き続き以下のとおり設定します。 

指標名 基準値 目標値 

喫煙率 

22.3％ 

内訳 男性 34.4％ 

   女性 10.8％ 

（平成 28 年度） 

12.0％ 

内訳 男性 19.0% 

   女性 5.4% 

（令和 4 年度） 

胃がん検診受診率 
26.9％ 

（平成 27 年度） 

５0％以上 

（令和 5 年度） 

肺がん検診受診率 
36.9％ 

（平成 27 年度） 

５0％以上 

（令和 5 年度） 

大腸がん検診受診率 
33.9％ 

（平成 27 年度） 

５0％以上 

（令和 5 年度） 

子宮頸がん検診受診率 
40.4％ 

（平成 27 年度） 

60％以上 

（令和 5 年度） 

乳がん検診受診率 
44.9％ 

（平成 27 年度） 

60％以上 

（令和 5 年度） 

緩和ケア病棟を有する

医療機関数 

６ 

（平成 28 年３月） 

12 

（令和 5 年度） 
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第２節 脳卒中対策  

施策の方向性と中間評価 

 

１ 総合的な脳卒中対策の推進 

（１）施策の方向性 

○ 本県の脳血管疾患の年齢調整死亡率は、全国と比較して高い状況が続いて

いることから、年齢調整死亡率の低下を図るため、予防から救護、治療、そ

してリハビリテーションまで、総合的な脳卒中対策を推進していく必要があ

ります。また、脳卒中の発症例や脳卒中で死亡した症例に関する調査を実施

していきます。 

 

○ 脳卒中患者の機能回復や日常生活動作の向上により、在宅復帰を促進し、

在宅療養が可能となる体制を構築するため、生活の場で療養できるよう、医

療及び介護サービスが相互に連携した支援を行います。 

 

○ 予防においては、何より生活習慣の改善が重要であることから、県民自ら

が生活習慣を見直し、生活習慣病の予防と健康の維持を図り、健康に対する

自己管理意識の定着化に資するよう、健康増進法に基づく健康増進計画であ

る「第二次健康ふくしま 21 計画」と連携しながら、関係団体や市町村と連

携し、県民の生活習慣の改善を図る周知啓発を行うとともに、特定健診・特

定保健指導の実施率の向上に努めます。 

また、脳梗塞の予防には、心房細動の治療が重要であることから、関係団

体等と連携して、周知啓発と積極的な治療を進めます。 

 

○ 救護においては、脳卒中の初期症状や発症した際の速やかな救急搬送要請

の必要性について、関係団体や市町村、消防機関等と連携して、県民に対す

る積極的な情報提供を進めます。 

また、脳卒中が疑われる患者が、速やかに脳卒中急性期医療機関に搬送さ

れるよう、メディカルコントロール協議会や救急医療対策協議会を活用し、

消防機関と医療機関の連携を強化するとともに、消防機関の速やかな搬送先

選定を支援するため、「傷病者の搬送及び受入の実施に関する基準」の見直し

や、救急医療情報システムの見直しを進めます。 

さらに、公立大学法人福島県立医科大学附属病院のドクターヘリの運営を

支援し、発症から治療開始までの時間の短縮を図ります。 
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○ 治療においては、急性期を担う医療機関の医療機能の強化を図るため、救

急医療提供体制の充実強化を進めます。 

 

〇 病期に応じたリハビリテーションが一貫して実施可能となるよう、以下の

体制構築を図ります。 

◆  廃用症候群や合併症の予防、セルフケアの早期自立のためのリハビリテ

ーションの実施 

◆  機能回復及び日常生活動作向上のために専門的かつ集中的なリハビリ

テーションの実施 

◆  生活機能を維持又は向上させるリハビリテーションの実施 

 

（２）数値目標の現状 

 ○ 脳血管疾患の年齢調整死亡率については、最新値の把握後に達成状況を 

評価します。 

指標名 基準値 現状値 目標値 評価 備考 

脳血管疾患の

年齢調整死亡

率 

男性 43.7 

女性 27.4 
（平成 27 年） 

－ 
※最新値なし 

男性 41.6 

女性 24.7 
（令和 4 年） 

D 

※ 第二次健

康ふくしま

21 計画と

整合性を図

って目標を

設定。 

 

（３）今後目指すべき方向（取組事項） 

○ 予防や正しい知識の普及啓発、保健・医療・福祉の提供体制の充実等に取

り組んでまいります。 

 

中間評価後の数値目標 

 

 脳卒中対策に係る数値目標については、第二次健康ふくしま２１計画の計画期間

が１年延長されたことに伴い以下のとおり設定します。 

指標名 基準値 目標値 

脳血管疾患の年齢 

調整死亡率 

男性 43.7 

女性 27.4 

（平成 27 年） 

男性 41.6 

女性 24.7 

（令和 5 年） 
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第３節 心筋梗塞等の心血管疾患対策 

施策の方向性と中間評価 

 

（１）施策の方向性 

○ 本県の心疾患の年齢調整死亡率は、全国と比較して高い状況が続いている

ことから、年齢調整死亡率の低下を図るため、予防から救護、治療、そして

リハビリテーションまで、総合的な急性心筋梗塞対策を推進していく必要が

あります。なお、心筋梗塞の発症例や心筋梗塞で死亡した症例に関する調査

を実施していきます。 

 

○ 予防においては、何より生活習慣の改善が重要であることから、県民自ら

が生活習慣を見直し、生活習慣病の予防と健康の維持を図り、健康に対する

自己管理意識の定着化に資するよう、健康増進法に基づく健康増進計画であ

る「第二次健康ふくしま 21 計画」と連携しながら、関係団体や市町村と連

携し、県民の生活習慣の改善を図る周知啓発を行うとともに、特定健診・特

定保健指導の実施率の向上に努めます。 

 

○ 救護においては、発症直後の心肺停止状態には、早期の適切な応急手当が

有効であることから、県民が必要に応じた救急の要請や救命処置を実施でき

るよう、AED 使用を含めた救急に関する講習会の実施等を進めます。 

また、心筋梗塞等の心血管疾患が疑われる患者が、速やかに医療機関に搬

送されるよう、メディカルコントロール協議会や救急医療対策協議会を活用

し、消防機関と医療機関の連携を強化するとともに、消防機関の速やかな搬

送先選定を支援するため、「傷病者の搬送及び受入の実施に関する基準」を見

直し、救急搬送中に消防機関と医療機関との間で心電図等のデータをリアル

タイムに共有するシステムの全県的な普及や救急医療情報システムの見直し

を進めます。 

さらに、公立大学法人福島県立医科大学附属病院のドクターヘリの運営を

支援し、発症から治療開始までの時間の短縮を図ります。 

 

○ 治療においては、急性期を担う医療機関の医療機能の強化を図り、救急医

療提供体制の充実強化を進めます。 

また、本県においては、心血管疾患リハビリテーションが実施可能な医療

機関が少ないことから、医療機関や関係団体等と連携して、合併症や再発の

予防、在宅復帰を目的とした心血管疾患リハビリテーションが実施可能な医
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療機関の確保に努めます。また、運動耐容能などに基づいた運動処方により

合併症を防ぎつつ、運動療法のみならず多面的・包括的なリハビリテーショ

ンの実施を目指します。 

 

〇 在宅療養が可能となる体制を構築するため、合併症や再発を予防するため

の治療、基板疾患や危険因子の管理、再発予防のための定期的専門的検査の

実施等を進めます。 

 

（２）数値目標の現状 

 ○ 心大血管リハビリテーション料届出施設数については、施設基準の要件が

厳しいことから横ばいの状況となっています。 

 ○ 急性心筋梗塞の年齢調整死亡率については、最新値の把握後に達成状況を

評価します。 

 

指標名 基準値 現状値 目標値 評価 備考 

心大血管リ

ハビリテー

ション料届

出施設数 

13 
（平成29年７月） 

13 
（令和 3 年 8 月） 

23 
（令和 5 年度） 

C 

※ 病院への調

査結果等を踏

まえ、全県で

の対応が可能

となるよう目

標を設定。 

急性心筋梗

塞の年齢調

整死亡率 

男性 34.7 

女性 15.5 
（平成 27 年） 

－ 
※最新値なし 

男性 16.2 

女性 6.1 
（令和 5 年） 

D 

※ 全国平均以

下を目標。 

 

（３）今後目指すべき方向（取組事項） 

○ 予防や正しい知識の普及啓発、救急搬送体制の充実等に取り組んでまいり

ます。また、理学療法士等の人材育成や関係団体の連携強化を図ることによ

りリハビリテーションが実施可能な医療機関の確保を進めていきます。 

 

中間評価後の数値目標 
 

 心筋梗塞等の心血管疾患対策に係る数値目標については、引き続き以下のとおり

設定します。 

指標名 基準値 目標値 

心大血管リハビリテーシ

ョン料届出施設数 

13 

（平成 29 年７月） 

23 

（令和 5 年度） 

急性心筋梗塞の年齢調整

死亡率 

男性 34.7 

女性 15.5 

（平成 27 年） 

男性 16.2 

女性 6.1 

（令和 5 年） 



 

59 

 

第４章 疾病等に応じた医療体制の構築 

第４節 糖尿病対策  

施策の方向性と中間評価 

 

（１）施策の方向性 

○ 糖尿病を引き起こす最大の要因は肥満であり、何より、食生活、運動、喫

煙、飲酒、休養、歯・口腔ケアなど、生活習慣の改善が重要であることから、

県民自らが生活習慣を見直し、生活習慣病の予防と健康の維持を図り、健康

に対する自己管理意識の定着化に資するよう、健康増進法に基づく健康増進

計画である「第二次健康ふくしま 21 計画」と連動しながら、関係団体や市

町村と連携し、県民の生活習慣の改善を図る周知啓発を行うとともに、特定

健診・特定保健指導の実施率の向上に努めます。 

 

○  県民一人一人の生涯を通じた健全な食生活の実現に向け、健康に配慮した

食環境整備の推進に努めるとともに、管理栄養士が配置されていない診療所

等における糖尿病の重症化予防や合併症発症予防のための栄養指導や在宅

訪問栄養指導を実施するため、栄養士会栄養ケア・ステーションと連携を図

りながら地域の栄養指導体制の推進に努めます。 

 

○ 人工透析の主要原疾患である糖尿病性腎症の重症化予防のため、市町村等

の医療保険者が、「糖尿病性腎症重症化予防プログラム」に基づき、かかりつ

け医や地域医師会等と連携しながら、重症化予防に取り組めるよう支援する

とともに、関係団体等と取組状況の共有及び対応策の検討を行い取組の充実

に努めてまいります。  

 

○ 糖尿病と歯周病の関係が明らかになっており、良好な血糖コントロール維

持に向け、歯周病治療の重要性等の普及啓発に努めてまいります。 

 

○ 国及び関係団体等と連携して、糖尿病治療に従事する医療関係者を対象と

する研修の受講や、医療機関における糖尿病看護に係る認定看護師の養成を

支援することで、糖尿病治療に従事する医療関係者の資質の向上に努めます。 

 

○ 人工透析設備が不足している地域において、人工透析設備の整備を支援し

ます。 
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（２）数値目標の現状 

 ○ 特定健診実施率は増加が見られますが、特定保健指導実施率については、 

進捗が遅れています。 

 

 

 

 

 

 

（３）今後目指すべき方向（取組事項） 

○ 職域も含めた関係機関と連携を強化することで、特定健診の実施率向上の 

目標達成を目指します。 

○ 健診に関わる保健医療専門職の人材育成を継続し、保健指導の着実な実施 

を推進することで目標達成を目指します。 

 

中間評価後の数値目標 

 

 糖尿病対策に係る数値目標については、引き続き以下のとおり設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指標名 基準値 現状値 目標値 評価 備考 

特定健診実

施率 
48.6% 

（平成 26 年度） 
52.4％ 

（令和元年度） 
70％ 

（令和 5 年度） 
B 

※ 第二次健康

ふくしま２１

計画と整合性

を図って目標

を設定。 
特定保健指

導実施率 
20.9% 

（平成 26 年度） 
21.1％ 

（令和元年度） 
45％ 

（令和 5 年度） 
C 

指標名 基準値 目標値 

特定健診実施率 
48.6% 

（平成 26 年度） 

70％ 

（令和 5 年度） 

特定保健指導実施率 
20.9% 

（平成 26 年度） 

45％ 

（令和 5 年度） 
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第５節 精神疾患対策  

施策の方向性と中間評価 

 

（１）施策の方向性 

【精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築】 

○ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築にあたっては、計画的

に地域の基盤を整備するとともに、住まいや就労、差別や偏見の解消も含め、

精神障がい者が安心して自分らしく生活できる地域づくりを推進します。 

 

○ 精神障がい者の早期退院や地域移行を促進するため、ピアサポーター等と

協働し退院への意欲を高めるとともに、服薬等の治療に加え、本人や家族が

疾患の理解を深めることが出来るよう、適切な支援を行います。 

 

○ 「第６期福島県障がい福祉計画」「第八次福島県介護保険事業支援計画」に

基づき令和５年度末の精神病床における入院需要と地域移行に伴う基盤整備

量の目標値を設定し、精神障がい者の地域移行を推進します。  

 

○ 地域における生活の場の充実を図るため、グループホームや空き家の活用

等も含め居住の確保に努めるとともに、日中活動系サービスの提供体制の充

実の他、精神科訪問看護や専門職がチームを組んで訪問支援を行うアウトリ

ーチ支援等の拡充を図ります。 

 

【適切な医療機能の提供】  

 ○ 多様な精神疾患等に対応できる医療連携体制の構築に向け、医療機能を

明確化します。 

 

○ 患者数の多い統合失調症やうつ病・躁うつ病等について、地域連携拠点機

能を有する病院を令和 6 年度末までに整備します。 

また、「福島県アルコール健康障害対策推進計画」（平成 30 年 3 月）に基

づき、アルコール及びギャンブル等依存症の専門医療機関において、これら

依存症対策を推進します。 

 

○ 治療抵抗性統合失調症治療薬の使用率が全国と比較し低いため、使用でき

る医療機関を各圏域に１か所以上整備します。 
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○ 認知症疾患に関する詳細な診断や専門医療相談等を実施する「認知症疾患

医療センター」について、各高齢者福祉圏域に１か所の整備を推進します。 

また、都道府県の拠点となる「基幹型」や高齢者人口が多い圏域では複数

のセンターの整備を推進します。 

 

○ 高次脳機能障がいの理解の促進と連携体制の構築については、高次脳機能

障がい支援拠点機関を中心に社会復帰のための相談支援、地域の関係機関と

の調整を行います。 

また、高次脳機能障がい支援拠点機関で開催する圏域連絡会議を活用しな

がら、市町村や診断・リハビリ実施医療機関及び相談支援事業所等との連携

を図り、地域において適切かつ効果的な支援が行われるよう努めます。 

 

○ 発達障がい児（者）の地域における支援・連携体制の構築については、早

期に発見し、早期からの支援を行うため、乳幼児健康診査でのスクリーニン

グや支援者に対する研修の充実強化を図るとともに、発達障害者支援地域協

議会（福島県発達障がい者支援センター連絡協議会）等を活用しながら、発

達障がい者支援センターを中心に、市町村及び地域の医療、保健、福祉、教

育、労働等の各関係機関が連携し、長期的に支援します。 

  また、県内には、発達障がいに対応する医療機関、従事者等が限られ、発

達障がいが疑われる児童の初診待ちが長期化しているなど医療機関、従事者

等の確保が必要であり、発達障がい診療等に関わる医師等の裾野を広げるた

め、地域のかかりつけ医、従事者等に対する研修の充実を図ってまいります。 

  さらに、発達障がいの診療を行っている県内の医療機関について、発達障

がい者支援センターのホームページにおいて公表するなど、引き続き保護者

やその支援者への情報提供に努めてまいります。 

 

○ 精神科救急については、県北、県中・県南、会津、浜通りの４ブロックで

の輪番病院や精神科救急情報センターの体制整備の充実を図るとともに、精

神保健指定医を確保することにより、精神障がい者が夜間・休日を問わず、

身近なところで適切な相談を受けることができるよう、相談支援体制の整備

を進めます。また、ブロックを超えた精神科救急の受入体制についても整備

を進めます。 

 

○ 身体合併症を有する精神疾患患者のケアについては、救急医療を含め、身

体合併症の治療ができる医療機関との連携を図り、適切な医療の提供に努め

ます。 



 

63 

 

第４章 疾病等に応じた医療体制の構築 

○ 自殺対策については、福島県自殺対策推進行動計画と連動しながら、精神

科救急医療体制の充実を通じた自殺未遂者に対する良質かつ適切な治療の実

施、かかりつけ医の精神疾患の診断・治療技術の向上、かかりつけ医から専

門医につなげる医療連携体制の整備を推進します。 

 

○ 医療観察法病床については、今後、建て替えを予定している福島県立矢吹

病院を中心に整備していきます。 

 

○ 摂食障害、てんかん、災害精神医療等多様な精神疾患等に対応できる医療

連携体制の構築については、精神医療圏にとらわれず、本県の実情を踏まえ

ながら、精神保健福祉審議会において引き続き検討を進めます。 

 

【東日本大震災後の心の健康への支援】 

○ 避難生活の長期化や復興公営住宅等への転居、避難指示解除区域への帰還

など、県外避難者も含め被災者それぞれの状況に応じた心のケアがますます

重要になっており、被災者の生活を支える各機関と、心のケアセンターや保

健福祉事務所、市町村等が連携し、ケア調整会議や狭間のないきめ細かな支

援に引き続き努めます。 

 

○ 市町村、保健福祉事務所、精神保健福祉センター、関係団体等による被災

者への相談支援や心のケア対策の充実に努めます。 

 

○ 相双地域は入院医療機関が休止中であり、在宅支援を充実するため、震災

により精神症状を呈している方や、PTSD 等も含め、症状が悪化して日常

生活に支障をきたしている精神疾患患者に対してアウトリーチを行い、必要

な医療やサービスへつなげ、在宅生活の支援に努めます。 

 

（２）数値目標の現状 

 ○ 慢性期入院需要（65 歳以上患者）、精神病床における入院需要（患者数）

については、目標を達成しています。 

 ○ その他の指標についても、概ね順調に推移しています。 
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指標名 基準値 現状値 目標値 評価 備考 

精神病床にお

ける急性期（3

ヶ月未満）入院

需要（患者数） 

935 人 

（平成 26 年度） 

700 人 

（平成 30 年度） 

933 人 

（令和 2 年度末） 

910 人 

（令和 6 年度末） 

B 

厚生労働省が

定めた推計式

により算出。 

精神病床にお

ける回復期（3

ヶ月以上 1 年

未満）入院需要

（患者数） 

832 人 

（平成 26 年度） 

 

932 人 

（平成 30 年度） 

876 人 

（令和 2 年度末） 

870 人 

（令和 6 年度末） 

B 

厚生労働省が

定めた推計式

により算出。 

 

精神病床にお

ける慢性期（1

年以上）入院需

要（患者数） 

3,666 人 

（平成 26 年度） 

 

3,134 人 

（平成 30 年度） 

3,055 人 

（令和 2 年度末） 

2,142 人 

（令和 6 年度末） 

B 

厚生労働省が

定めた推計式

により算出。 

精神病床にお

ける慢性期入

院需要（65 歳

以上患者数） 

2,044 人 

（平成 26 年度） 

1,905 人 

（平成 30 年度） 

1,902 人 

（令和 2 年度末） 

1,430 人 

（令和 6 年度末） 

A 

厚生労働省が

定めた推計式

により算出。 

精神病床にお

ける慢性期入

院需要（65 歳

未満患者数） 

1,622 人 

（平成 26 年度） 

1,229 人 

（平成 30 年度） 

1,153 人 

（令和 2 年度末） 

712 人 

（令和 6 年度末） 

B 

厚生労働省が

定めた推計式

により算出。 

精神病床にお

ける入院需要

（患者数） 

5,433 人 

（平成 26 年度） 

4,766 人 

（平成 30 年度） 

4,864 人 

（令和 2 年度末） 

3,922 人 

（令和 6 年度末） 

A 

厚生労働省が

定めた推計式

により算出。 

地域移行に伴

う基盤整備量

（利用者数） 
－ － 

694 人 

（令和 2 年度末） 

1,526 人 

（令和 6 年度末） 

Ｄ 

厚生労働省が

定めた推計式

により算出。 

地域移行に伴

う基盤整備量 

（65 歳以上

利用者数） 

－ － 

395 人 

（令和 2 年度末） 

898 人 

（令和 6 年度末） 

Ｄ 

厚生労働省が

定めた推計式

により算出。 

地域移行に伴

う基盤整備量 

（65 歳未満

利用者数） 

－ － 

299 人 

（令和 2 年度末） 

628 人 

（令和 6 年度末） 

Ｄ 

厚生労働省が

定めた推計式

により算出。 

精神病床にお

ける入院後 3

ヶ月時点の退

院率 

62% 

（平成 26 年度） 

62％ 

（平成 30 年度） 

69％ 

（令和 2 年度末） 
B 
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※地域移行に伴う基盤整備量とは、居宅介護、生活介護、共同生活援助、就労支援等の障害

福祉サービスの利用者数のことを指す。 

※目標値については、国が示した推計式により推計した。 

 

（３）今後目指すべき方向（取組事項） 

○ 引き続き現行の施策に取り組んでまいります。 

 

中間評価後の数値目標 

 

 精神疾患対策に係る数値目標については、引き続き以下のとおり設定します。 

 慢性期入院需要（65 歳以上患者）、精神病床における入院需要（患者数）につい

ては、概ね目標を達成しているものの、今後も数値が変動しうることから、現行の

目標値を継続することとします。 

 入院後３ヶ月～1 年時点の退院率については、令和 2 年度までの数値目標として

いたため、進捗状況を踏まえ、新たに令和５年度までの数値目標を設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指標名 基準値 現状値 目標値 評価 備考 

精神病床にお

ける入院後６

ヶ月時点の退

院率 

76% 

（平成 26 年度） 

81％ 

（平成 30 年度） 

84％ 

（令和 2 年度末） 
B 

 

精神病床にお

ける入院後 1

年時点の退院

率 

88% 

（平成 26 年度） 

89％ 

（平成 30 年度） 

90％ 

（令和 2 年度末） 
B 

 

自殺者数 411 人 

（平成 27 年） 

333 人 

（令和元年） 

310 人以下 

（令和 3 年） 
B 

第三次福島県

自殺対策推進

行動計画と整

合を図る。 
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※地域移行に伴う基盤整備量とは、居宅介護、生活介護、共同生活援助、就労支援等の障害

福祉サービスの利用者数のことを指す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指標名 基準値 目標値 

精神病床における急性期（3 ヶ月未

満）入院需要（患者数） 

935 人 

（平成 26 年度） 

910 人 

（令和 6 年度末） 

精神病床における回復期（3 ヶ月以

上 1 年未満）入院需要（患者数） 

832 人 

（平成 26 年度） 

870 人 

（令和 6 年度末） 

精神病床における慢性期（1年以上）

入院需要（患者数） 

3,666 人 

（平成 26 年度） 

2,142 人 

（令和 6 年度末） 

精神病床における慢性期入院需要

（65 歳以上患者数） 

2,044 人 

（平成 26 年度） 

1,430 人 

（令和 6 年度末） 

精神病床における慢性期入院需要

（65 歳未満患者数） 

1,622 人 

（平成 26 年度） 

712 人 

（令和 6 年度末） 

精神病床における入院需要（患者

数） 

5,433 人 

（平成 26 年度） 

3,922 人 

（令和 6 年度末） 

地域移行に伴う基盤整備量（利用者

数） 
－ 

1,526 人 

（令和 6 年度末） 

地域移行に伴う基盤整備量 

（65 歳以上利用者数） 
－ 

898 人 

（令和 6 年度末） 

地域移行に伴う基盤整備量 

（65 歳未満利用者数） 
－ 

628 人 

（令和 6 年度末） 

精神病床における入院後 3 ヶ月時

点の退院率 

62% 

（平成 26 年度） 

69％ 

（令和 5 年度末） 

精神病床における入院後６ヶ月時

点の退院率 

76% 

（平成 26 年度） 

86％ 

（令和 5 年度末） 

精神病床における入院後 1 年時点

の退院率 

88% 

（平成 26 年度） 

92％ 

（令和 5 年度末） 

自殺者数 
411 人 

（平成 27 年） 

310 人以下 

（令和 3 年） 
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第７節 感染症対策  

施策の方向性と中間評価 

 

※第七次計画において目標値を設定していない項目（１ 健康危機管理の観点に 

立った迅速かつ的確な対応体制の整備、２ 感染症の発生予防及びまん延防止 

に対応できる人材の育成、確保、３ 医療体制の整備、４ 予防知識の普及啓 

発、５ HIV・エイズ対策の推進、６ 肝炎対策の推進）については、次期計 

画において見直ししてまいります。 

 

７ 予防接種の普及 

（１）施策の方向性 

定期予防接種の有効性や必要性に関する情報を提供するとともに、居住市

町村以外でも予防接種が受けられるよう、県内における広域契約による体制

整備を行うなど、予防接種率の向上に向けて市町村を支援します。 

特に麻しんワクチンについては、麻しん排除の効果的な環境を維持するた

め、市町村におけるきめ細やかな接種勧奨を強化するなど、接種率の向上を

推進します。 

 

（２）数値目標の現状 

 ○ 麻しん・風しん予防接種率（Ⅰ期・Ⅱ期）については、Ⅰ期は進捗が遅れ 

ていますが、Ⅱ期は概ね順調に推移しています。 

指標名 
基準値 

（平成 28 年度） 
現状値 

（令和元年度） 
目標値 

（令和 2 年度） 
評価 備考 

麻しん・風

し ん 予 防

接種率（Ⅰ

期）（再掲） 

97.7％ 95.7％ 9８.0％ C 「福島県麻し

ん（はしか）

対策指針」

と整合性を

図って目標

を設定 

麻しん・風

し ん 予 防

接種率（Ⅱ

期）（再掲） 

92.9％ 94.8％ 9８.0％ B 

 

（３）今後目指すべき方向（取組事項） 

○ 市町村や関係機関との連携を図り、より多くの方に接種いただけるよう情

報発信と接種勧奨の強化を行うことで、麻しん・風しん予防接種率の目標達

成を目指します。 
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第４章 疾病等に応じた医療体制の構築 

８ 結核対策の推進 

（１）施策の方向性 

○ 早期発見の推進 

結核を発病した患者を早期に発見し、患者の重症化防止や周囲への感染拡

大防止を図るため、専門医師の技術向上及び接触者健康診断等の推進により、

早期受診・早期診断の徹底を図ります。 

 

○ 対策の評価 

上記の遂行が適切に行われているか、定期的に検討します。 

 

○ 適切な医療による治療の完遂（患者支援の徹底） 

患者の確実な服薬を進めるため、個別支援計画を作成し、医療機関と行政

機関の密な連携のもと、治療が終了するまで服薬支援を行う（DOTSの徹底）

ことにより、治療成功率の向上と再発の防止を図ります。 

 

○ 医療技術者の技術の向上 

医師等医療技術者研修（モデル診査会）等により技術の向上を図ります。 

 

○ 結核に関する正しい知識の普及・啓発 

早期発見・早期治療・治療成功の必要性や知識不足による新たな感染・治

療中断を予防するために、結核に対する正しい知識の普及・啓発を図ります。 

 

（２）数値目標の現状 

 ○ 結核罹患率については、数値目標を達成しています。 

指標名 基準値 現状値 目標値 評価 備考 

結 核罹

患率 

8.6 

（平成 2８年） 

6.9 

（令和元年） 

7.0 以下 

（令和５年） 
A 

人口 10 万人あた

りの新規登録患者

数 

※平成 29 年度改訂の福島県結核予防計画に合わせて設定 

 

（３）今後目指すべき方向（取組事項） 

○ 引き続き現行の施策に取り組んでまいります。 

  特に、20 代、30 代の若年層および 85 歳以上の高齢者における新規患者

の背景、発見動機等に関する分析を行い、さらに強化すべき対策の在り方の

検討を行います。 
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第４章 疾病等に応じた医療体制の構築 

９ 新型インフルエンザや新型コロナウイルス感染症等新興・再興感 

染症対策の推進 

（１）施策の方向性 

○ 「福島県新型インフルエンザ等対策行動計画」及び「福島県新型インフル 

エンザ等対応マニュアル」に基づき、新型インフルエンザ等入院協力医療機 

関・帰国者接触者外来協力医療機関に対する設備整備を計画的に進めるとと 

もに、圏域ごとに地域の医療体制の確保等に関する協議を行い、発生前から 

の連携を強化します。 

また、発生に備えた訓練や抗インフルエンザウイルス薬の備蓄、特定接種

や住民接種の体制整備をすすめ、発生時のまん延防止と県民生活や地域経済

に及ぼす影響が最小となるよう、県内の新型インフルエンザ等対策の総合的

な推進を図ります。 

 

○ 新型コロナウイルス感染症を含む新興・再興感染症の対策にあたっては、 

新たな知見や国の動向、専門家の意見等も踏まえ、国の方針に基づき、国、市

町村及び関係団体と緊密な連携の下、感染拡大防止対策や医療提供体制の確

保等に取り組んでいくこととします。 

 

○ 感染症に関する専門的な知識や技術を有する感染管理認定看護師等、感染 

防止対策に必要となる人材の養成、資質向上に努めます。 

  また、平時より感染症等に係る対応人材を育成・登録し、感染拡大時には 

積極的疫学調査や濃厚接触者への対応等保健所が適切に機能できる体制の構 

築（強化）に取り組んでいくこととします。 

 

（２）数値目標の現状 

 ○ 抗インフルエンザウイルス薬の備蓄率については、100％を維持しており、 

目標を達成しています。 

指標名 基準値 現状値 目標値 評価 備考 

抗インフルエ

ンザウイルス

薬の備蓄率 

100.0％ 
（平成 29 年度） 

100％ 
（令和元年度） 

国が示す備蓄

目標数を踏ま

え適切に対応

する。 

A 

 

 

（３）今後目指すべき方向（取組事項） 

○ 引き続き現行の施策に取り組んでまいります。 
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第４章 疾病等に応じた医療体制の構築 

中間評価後の数値目標 

 

 麻しん・風しん予防接種率（Ⅰ期・Ⅱ期）については、令和 2 年度までの数値目

標としていたため、進捗状況を踏まえ、新たに令和 5 年度までの数値目標を設定し

ます。 

結核罹患率については、現時点では目標を達成しているものの、今後も数値が変

動しうることから、現行の目標値を継続することとします。 

インフルエンザウイルス薬の備蓄率についても現時点で目標を達成しておりま

すが、薬品の保管期限等を考慮して計画的に備蓄率を維持していく必要があること

から、計画期間途中での目標値の見直しは行いません。 

新型コロナウイルス感染症については、短期間において国が示す方針が変わるこ

とから、今回の見直しにおいては目標値を設定いたしません。 

 

指標名 基準値 目標値 

麻しん・風しん予防接種率

（Ⅰ期）（再掲） 

97.7％ 

（平成 28 年度） 

9８.0％ 

（令和５年度） 

麻しん・風しん予防接種率

（Ⅱ期）（再掲） 

92.9％ 

（平成 28 年度） 

9８.0％ 

（令和５年度） 

結核罹患率 
8.6 

（平成 28 年） 

7.0 以下 

（令和５年） 

抗インフルエンザウイル

ス薬の備蓄率 

100.0％ 

（平成 29 年度） 

国が示す備蓄目標数を踏

まえ適切に対応する。 
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第４章 疾病等に応じた医療体制の構築 

第８節 移植医療  

施策の方向性と中間評価 

 

（１）施策の方向性 

○ 公益財団法人福島県臓器移植推進財団に福島県臓器移植コーディネーター

を配置し、臓器提供意思表示カード等の普及を始めとする臓器移植全般の普

及啓発活動を通じて、県民に正しい知識の普及啓発を推進します。 

 

○ アイバンク、骨髄バンクの各バンク事業を支援し、提供希望者の登録機会

の確保に努め、提供希望者の登録の増加を図ります。 

 

（２）数値目標の現状 

 ○ 骨髄ドナー登録者数については、基準値から微増となっており、目標達成に 

向けた進捗は遅れています。 

指標名 基準値 現状値 目標値 評価 備考 

骨髄ドナー

登録者数 
15,111 人 

（平成29年８月） 
15,143 人 

（令和 2 年 8 月） 
20,000 人 
（令和 5 年度） 

C 
 

 

（３）今後目指すべき方向（取組事項） 

○ 県内各地で開催されるドナー登録会に説明員を派遣するなど、県民の骨髄

バンクドナー登録への理解を深める取組を進めていくことで、目標の達成を

目指します。 

 

【福島県の臓器提供施設等】 

○ 脳死からの臓器提供施設 

地 域 医  療  機  関  名 

県 北 
公立大学法人福島県立医科大学附属病院 

公立藤田総合病院 

県 中 一般財団法人脳神経疾患研究所附属総合南東北病院 

会津・ 

南会津 

会津中央病院 

竹田綜合病院 

いわき いわき市医療センター 
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第４章 疾病等に応じた医療体制の構築 

○ 臓器移植施設 

医  療  機  関  名 

公立大学法人福島県立医科大学附属病院 

 

【福島県内の各バンク一覧】 

区 分 登録機関名 所在地 事業内容 

臓器移植 

アイバン

ク 

公益財団法人 

福島県臓器移植推進財

団 

福島市杉妻町 2－16 

福島県保健福祉部 

地域医療課内 

・臓器提供意思表示

カードの配布 

・眼球提供者の募集

及び登録 

・眼球提供のあっせ

ん 

骨髄バン

ク 

福島県赤十字血液セン

ター 

福島市永井川字北原

田 17 

・骨髄提供希望者の

登録 

郡山駅前献血ルーム 
郡山市駅前１－６－

１０ 

福島県いわき赤十字血

液センター 

いわき市中央台飯野

五丁目 1-1 

福島県県中保健福祉事

務所 
須賀川市旭町 153-1 

福島県県南保健福祉事

務所 
白河市郭内 127 

福島県相双保健福祉事

務所 

南相馬市原町区錦町

1-30 

 

中間評価後の数値目標 

 

 移植医療に係る数値目標については、引き続き以下のとおり設定します。 

指標名 基準値 目標値 

骨髄ドナー登録者数 
15,111 人 

（平成 29 年８月） 

20,000 人 

（令和 5 年度） 
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第４章 疾病等に応じた医療体制の構築 

第 11 節 歯科保健医療対策 

施策の方向性と中間評価 

 

※第七次計画において目標値を設定していない項目（３ 東日本大震災の被災 

 者への支援等）については、次期計画において見直ししてまいります。 

 

１ ライフステージに応じた歯科口腔疾患予防対策  

（１）施策の方向性 

○ 妊娠期の歯周病の予防を推進するため、妊婦歯科健診を推進するとともに、

う蝕原性菌の母子伝搬及びう蝕発症に及ぼす影響についての知識の普及啓発

を図ります。 

 

○ 乳幼児期におけるう蝕の予防は、その後の生活の質の向上を図る上で極め

て重要であるため、周産期における歯科保健指導や、保護者への知識の普及

を推進します。 

 

○ 幼児期から学齢期のう蝕予防対策のため、規則正しい生活習慣の普及を推

進するとともに、フッ化物応用その他科学的根拠に基づいたう蝕予防対策の

推進を図ります。 

 

○ 成人期については、歯周病と糖尿病の関係が明らかになっており、合併症

予防及び良好な血糖コントロール維持のために、歯科医療機関にあっては、

糖尿病と口腔管理との関係性を踏まえた処置及び口腔衛生指導の実施を推進

します。 

 

○ 高齢化における、口腔機能の軽微な低下であるオーラルフレイルは全身的

な機能低下に関係しますが、見逃しやすく、気づきにくいため、オーラルフ

レイルの考え方や予防について普及啓発を推進します。 

 

（２）数値目標の現状 

 ○ 3 歳児におけるう蝕のない者の割合については、概ね順調に推移していま

す。 
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指標名 基準値 現状値 目標値 評価 備考 

３歳児にお

けるう蝕の

ない者の割

合 

75.3% 
（平成 27 年度） 

83.6％ 
（令和元年度） 

90％ 
（令和 5 年度） 

B 

地域保健・健康増進

事業報告 
※ 第三次福島県歯

っぴいライフ

8020 運動推進計

画と整合性を図っ

て目標を設定。 

 

（３）今後目指すべき方向（取組事項） 

○ 引き続き現行の施策に取り組んでまいります。 

 

２ 在宅歯科医療の推進 

（１）施策の方向性 

○ 高齢化の進行と在宅療養患者の増加等に伴い、在宅歯科医療の推進が必要

となっていることから、在宅歯科医療連携室を中心に、歯科と医科・介護等

の連携を促進し、多職種連携による在宅歯科医療の推進を図るとともに、在

宅歯科医療の普及啓発に努めます。 

また、在宅歯科医療の提供体制の整備を促進するため、在宅歯科医療に取

り組む医療機関を支援するとともに、要介護者等への歯科保健医療の提供に

関する研修を支援します。 

 

○ がんの治療過程における口腔管理を促進するため、がん診療連携拠点病院

が歯科医師及び歯科衛生士を配置又は外部から派遣を受け、患者の周術期等

の口腔管理や退院時における歯科診療所等の紹介を行う取組を支援します。 

 

○ 障がい児（者）に対する口腔管理や歯科治療を行う体制の充実を図るため、

障がい児（者）施設における定期的な歯科健康診断や歯科保健事業の実施を

促進するとともに、重度の障がい児（者）への対応も含め、障がい児（者）

に対する適切な歯科治療が可能な歯科医療機関の整備に努めます。 

 

（２）数値目標の現状 

 ○ 在宅療養支援歯科診療所数については横ばいですが、訪問診療実施件数に 

ついては、概ね順調に推移しています。 
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指標名 基準値 現状値 目標値 評価 備考 

在宅療養支援

歯科診療所数 
51 

(平成 29 年 9 月) 
50 

(令和 2 年 9 月) 
84 

（令和 5 年度） 
C 

診療報酬施設

基準届出 

訪問診療（居

宅）実施件数

（人口 10 万

人対） 

35.2 
(平成 26 年度) 

55.4 
(平成 29 年 10 月) 

77.8 
（令和 5 年度） 

B 
医療施設調査 

※ 全国平均

を目標。 

 

（３）今後目指すべき方向（取組事項） 

○ 引き続き現行の施策に取り組んでまいります。 

 

中間評価後の数値目標 

 

 歯科保健医療対策に係る数値目標については、引き続き以下のとおり設定します。 

 

指標名 基準値 目標値 

3 歳児におけるう蝕のな

い者の割合 

75.3% 

（平成 27 年度） 

90％ 

（令和５年度） 

在宅療養支援歯科診療所

数 

51 

（平成 29 年 9 月） 

84 

（令和 5 年度） 

訪問診療（居宅）実施件数

（人口 10 万人対） 

35.2 

（平成 26 年度） 

77.8 

（令和 5 年度） 
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第４章 疾病等に応じた医療体制の構築 

第 12 節 認知症対策  

施策の方向性と中間評価 

 

※第七次計画において目標値を設定していない項目（１ 認知症についての正し 

い知識の普及・啓発、３ 若年性の認知症対策の強化、４ 認知症の人とその家 

族への支援の充実）については、次期計画において見直ししてまいります。 

 

２ 早期診断・早期対応の体制整備と連携強化 

（１）施策の方向性 

○ 認知症は早期に発見し治療を開始すれば、症状の進行を遅らせることがで

きる可能性があります。早期発見のためには、日常的に通院しているかかり

つけ医、かかりつけ歯科医など医療従事者の「気づき」が重要です。そのた

め、かかりつけ医、かかりつけ歯科医、薬剤師、看護師など医療従事者への

研修を実施するとともに、かかりつけ医等からの相談への対応や認知症初期

集中支援チーム員として活動する認知症サポート医を養成し、医療従事者の

認知症対応力向上を図ります。 

 

○ 認知症の人の介護にあたっては、認知症をよく理解し、本人主体の介護を

行うことで、行動・心理症状（BPSD）を改善させるなど、認知症の症状にあ

わせた適切な介護の実践が必要となります。そのため、介護経験の少ない職

員から経験豊富な職員まで、どの介護職員も認知症の人に対して、質の高い

介護を一体的かつ継続的に提供できるよう、介護職員の経験年数や知識・技

術の習熟度にあわせ、認知症対応力向上研修を開催します。 

 

○ 基幹型認知症疾患医療センターを中心として認知症疾患医療センター間の

連携を強化し、より早期に適切な診断を行い、治療につなげるとともに、認

知症の人とその家族を地域で支える体制を強化するため、地域包括支援セン

ターなどの地域関係者に対する支援・助言や研修等の実施、認知症の人や家

族に対する相談会や家族教室などの取り組みを推進します。 

 

○ 薬剤師の認知症対応力の向上を図ることにより、認知症予備群の人に早期

に気づき、かかりつけ医など他の医療従事者や地域包括支援センターなどと

連携しながら対応するとともに、認知症の啓発活動を実施する地域の認知症

対応の拠点として「認知症対応薬局」の整備を推進します。 
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○ また、歯科については認知症が重症化してからの診療が困難となるため、

歯科医師の認知症対応力の向上を図り、早期受診の勧奨に努めます。 

 

○ 平成 30 年 4 月より、全ての市町村に認知症初期集中支援チーム（以下「支

援チーム」という。）の設置と認知症地域支援推進員（以下「推進員」という。）

が配置されました。支援チームは、医師を含む複数の専門職が認知症の人や

その家族に初期の段階から関わり、集中的な支援を実施します。また推進員

は、医療・介護等の連携を図るための支援や認知症の人やその家族を支援す

る相談業務などを行います。 

市町村が、支援チームの体制強化や推進員の複数配置などができるよう、

研修受講の支援を行うとともに、県外を含めた他市町村の取組報告や情報交

換を行う研修会の開催を通じて、活動を支援します。 

 

○ 医療・介護などの連携強化のため、関係者が一堂に集まる機会を定期的に

設け、有識者や関係機関の意見を伺いながら、県の認知症施策に反映させる

とともに、各分野の連携強化を図ります。 

これらの活動が、多職種と連携しながら円滑に機能するよう、研修会の開

催や認知症ケアパス・退院調整ルールの活用支援などを実施していきます。 

 

（２）数値目標の現状 

 ○ 薬剤師認知症対応力向上研修修了者数については数値目標を達成してお

り、その他の指標についても概ね順調に推移しています。 

 

指標名 
基準値 

（平成 28 年度） 

現状値 

（令和元年度） 

目標値 

（令和 2 年度） 
評価 備考 

かかりつけ医認

知症対応力向上

研修修了者数

（累計） 

970 人 1,198 人 
1,300 人 

以上 
B 

高齢者人口 470

人あたり 1 人を目

標 

認知症サポート

医養成研修修了

者数（累計） 

108 人 206 人 240 人以上 B 
一般診療所６か所

に 1 人程度 

歯科医師認知症

対応力向上研修

修了者数（累

計） 

71 人 237 人 350 人以上 B 

歯科診療所・医療

施設に従事してい

る歯科医師の 4 人

に 1 人 

薬剤師認知症対

応力向上研修修

了者数（累計） 

194 人 737 人 700 人以上 A 

薬局・医療施設に

従事している薬剤

師の 4 人に 1 人 
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指標名 
基準値 

（平成 28 年度） 

現状値 

（令和元年度） 

目標値 

（令和 2 年度） 
評価 備考 

看護職員認知症

対応力向上研修

修了者数（累

計） 

107 人 289 人 400 人以上 B 1 病院 3 人以上 

認知症対応薬局

数 
０か所 205 か所 200 か所 A 

概ね中学校単位に

１か所以上 

※ 福島県認知症施策推進行動計画と整合性を図って目標を設定。 

 

（３）今後目指すべき方向（取組事項） 

○ 引き続き現行の施策に取り組んでまいります。 

 

中間評価後の数値目標 

 

 認知症対策に係る数値目標については、令和 2 年度までの数値目標としていたた

め、進捗状況を踏まえ、新たに数値目標を設定します。 

 

指標名 基準値 目標値 

かかりつけ医認知症対応力向

上研修修了者数（累計） 

970 人 

（平成 28 年度） 

1,300 人 

（令和７年度） 

認知症サポート医養成研修修

了者数（累計） 

108 人 

（平成 28 年度） 

250 人 

（令和 5 年度） 

歯科医師認知症対応力向上研

修修了者数（累計） 

71 人 

（平成 28 年度） 

350 人 

（令和 7 年度） 

薬剤師認知症対応力向上研修

修了者数（累計） 

194 人 

（平成 28 年度） 

1,000 人以上 

（令和 5 年度） 

看護職員認知症対応力向上研

修修了者数（累計） 

107 人 

（平成 28 年度） 

480 人 

（令和 5 年度） 

認知症対応薬局数 
０か所 

（平成 28 年度） 

250 か所 

（令和 5 年度） 
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第 14 節 高齢化に伴い増加する疾患等対策 

施策の方向性と中間評価 

 

※第七次計画において目標値を設定していない項目（１ 高齢期の生活習慣に 

関する普及啓発、３ 高齢者の社会参加・生きがい対策の推進）については、 

次期計画において見直ししてまいります。 

 

２ 介護予防の取組の推進 

（１）施策の方向性 

○ 高齢者が要介護状態になることを予防し、また要介護状態になってもその

状態が悪化しないようにするため、健康寿命の延伸を目指した、生活習慣の

改善や介護予防の取組の推進に努めます。 

 

○ 地域の高齢者が自ら活動に参加し、おのずと介護予防が推進される地域づ

くりに向けて、介護予防に効果があるとされている住民主体の通いの場へ、

65 歳以上人口の参加率 7.2%を目標に、通いの場への普及展開に取り組む

市町村を支援します。 

 

○ 自立支援に向けた関係者間での意識の共有と多職種との連携、介護予防ケ

アマネジメント及びサービスの質の向上に向けて、市町村が実施する自立支

援型地域ケア会議の定着・充実を支援します。 

 

（２）数値目標の現状 

 ○ 65 歳以上人口における通いの場への参加率及び自立支援型地域ケア会議

を実施する市町村数については、概ね順調に推移しています。 

 

指標名 基準値 現状値 目標値 評価 備考 

65 歳以上人口に

おける通いの場へ

の参加率 

1.2％ 
（平成 28 年度） 

5.8％ 
（令和元年度） 

7.2％ 
（令和 5 年度） 

B  

自立支援型地域ケ

ア会議を実施する

市町村数 

11 市町村 
（平成 29 年度） 

53 市町村 
（令和元年度） 

59 市町村 
（令和 5 年度） 

B  

 

（３）今後目指すべき方向（取組事項） 

○ 引き続き現行の施策に取り組んでまいります。 
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中間評価後の数値目標 

 

 高齢化に伴い増加する疾患等対策に係る数値目標については、一部指標名を見直

すとともに、引き続き以下のとおり設定します。 

 

指標名 基準値 目標値 

65 歳以上人口における通いの

場への参加率 

1.2％ 

（平成 28 年度） 

7.2％ 

（令和 5 年度） 

自立支援型地域ケア会議を実施

する市町村数 

11 市町村 

（平成 29 年度） 

59 市町村 

（令和 5 年度） 
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81 

 

第５章 医療機関相互の連携、情報化の推進 

第１節 地域医療の機能分化と連携  

施策の方向性と中間評価 

 

※第七次計画において目標値を設定していない項目（１ かかりつけ医等の普及 

定着化、２ 病病連携・病診連携の推進、４ 地域連携クリティカルパス導入 

に向けた環境整備、５ 公立病院等の再編・ネットワーク化、６ 地域医療連 

携推進法人の活用）については、次期計画において見直ししてまいります。 

 

３ 地域医療支援病院の普及 

（１）施策の方向性 

地域医療支援病院の承認を通じて、地域の医療機関相互の一層の連携強化と地

域医療の水準の向上を図ります。 

 

（２）数値目標の現状 

 ○ 地域医療支援病院数については、現時点では数値に変更ありません。 

指標名 基準値 現状値 目標値 評価 備考 

地域医療支援

病院数 

９ 
（平成 29 年度） 

９ 
（令和元年度） 

11 
（令和 5 年度） 

B 
 

 

（３）今後目指すべき方向（取組事項） 

○ 引き続き現行の施策に取り組んでまいります。 

 

中間評価後の数値目標 

 

 地域医療の機能分化と連携に係る数値目標については、引き続き以下のとおり設

定します。 

 

指標名 基準値 目標値 

地域医療支援病院数 
９ 

（平成 29 年度） 

11 

（令和 5 年度） 
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第２節 医療に関する情報化の推進  

施策の方向性と中間評価 

 

１ インターネットによる情報提供の推進 

（１）施策の方向性 

福島県総合医療情報システムにより、県内の医療機関の機能に関する情報を

県民に分かりやすく提供し、医療に関する情報の入手のしやすさの向上に努め

るとともに、関係機関や関係団体等と連携して、福島県総合医療情報システム

の周知に努めます。 

 

（２）数値目標の現状 

 ○ 総合医療情報システムへのアクセス件数については、数値目標を達成してい

ます。 

指標名 基準値 現状値 目標値 評価 備考 

総合医療情報

システムへの

アクセス件数 

1,116,428 件 
（平成 28 年度） 

6,285,066 件 
（令和２年度） 

1,200,000 件 
（令和 5 年度） 

A 

 

 

（３）今後目指すべき方向（取組事項） 

○ 引き続き現行の施策に取り組んでまいります。 

 

２ 医療機関等における ICT 活用の推進 

医療提供の効率化や患者へのサービス向上を図るため、関係機関や関係団体

等と連携して、電子カルテシステムやオーダリングシステムの導入等、医療サ

ービスにおける ICT の活用を推進します。 

また、医療情報連携体制の構築が進むなか、県民の誰もが、質が高く切れ目

のない医療サービスを受けられるよう、引き続き地域医療構想や地域包括ケア

システムに関する取組と両輪で、医療機関や関係機関の連携に対する取組を支

援するとともに、地域医療情報ネットワークについて有用性の啓発に努め、参

加機関の拡大を図るなど、保健・医療・福祉の連携を促進します。 

今般の新型コロナウイルス感染症の感染拡大時においては、医療機関の間で

キビタン健康ネットの活用による連携が多く行われたため、今後も災害や感染

症発生などの様々な有事の際に ICT 活用による連携が図られるよう取り組んで

まいります。 
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中間評価後の数値目標 

 

 医療に関する情報化の推進に係る数値目標については、進捗状況を踏まえ、新た

に以下の目標を設定します。 

 

指標名 基準値 目標値 

総合医療情報システムへ

のアクセス件数 

1,116,428 件 

（平成 28 年度） 

6,500,000 件 

（令和 5 年度） 
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第２節 医薬品等安全対策  

施策の方向性と中間評価 

 

※第七次計画において目標値を設定していない項目（１ かかりつけ薬剤師・ 

薬局の普及、２ 患者本位の適正な医薬分業の推進、４ 無薬局町村の対応、 

５ 医療機関と薬局の連携、８ 薬事監視員の資質向上）については、次期計 

画において見直ししてまいります。 

 

３ 健康サポート薬局の推進 

（１）施策の方向性 

かかりつけ薬局の機能に加えて、地域住民による主体的な健康の維持・増進

を積極的に支援する健康サポート薬局の設置を推進しかつ普及啓発を図りま

す。 

また、地域連携薬局及び専門医療機関連携薬局に係る認定薬局制度の周知と

拡充を図ってまいります。 

 

（２）数値目標の現状 

 ○ 健康サポート薬局届出数については、年々増加しているものの、目標値には

到達できていません。 

指標名 基準値 現状値 目標値 評価 備考 

健康サポート

薬局届出数 

20 施設 

（平成 29 年 12 月） 

53 施設 

（令和 2 年 6 月末） 

400 施設 

（令和 5 年度） 
C 

 

 

（３）今後目指すべき方向（取組事項） 

○ かかりつけ薬剤師による健康サポートサービスの提供が、県民の健康維持に

とって有効であることを広報するとともに、薬局に対しては積極的な届出を促

すなど、引き続き目標達成を目指します。 

 

６ 薬局等への薬事監視指導の強化 

（１）施策の方向性 

良質な医療を提供するため、薬局等に対し医薬品医療機器等法等に基づいた

運営について、必要に応じて助言、指導を行うことにより、薬局の機能の充実

を促進します。 
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（２）数値目標の現状 

 ○ 薬局等に対する薬事監視率は、施設数増減等の影響もあり、年度ごとに変動

し得るものですが、目標値にはまだ到達できていません。 

指標名 基準値 現状値 目標値 評価 備考 

薬事監視率

（薬局等） 

31.3% 

（平成28年度） 

20.9％ 

（令和元年度） 

50.0％ 

（令和 5 年度） 
C 

薬局等：薬局及び医薬

品販売業を指す。 

※ 各店舗等に対し、

２年に一度の立入

調査を目指す。 

 

（３）今後目指すべき方向（取組事項） 

○ 監視項目を絞ってより多くの施設に立入するなど、実施方法を工夫すること 

 で目標達成を目指します。 

 

７ 医薬品製造施設等への薬事監視指導の強化 

（１）施策の方向性 

医薬品等の安全性の確保のため、製造所等に対する質の高い監視指導の実施

を図るとともに、不良医薬品等の適切な回収について指導の徹底を図ります。 

 

（２）数値目標の現状 

 ○ 製造業に対する薬事監視率については、数値目標を達成しています。 

指標名 基準値 現状値 目標値 評価 備考 

薬事監視率

（製造業） 

33.7% 
（平成 28 年度） 

40.0％ 
（令和元年度） 

40.0％ 
（令和 5 年度） 

A 

※ 許可期限が５

年間であるた

め、この期間内

に最低２回の立

入調査を行うこ

とを目指す。 

 

（３）今後目指すべき方向（取組事項） 

○ 引き続き現行の施策に取り組んでまいります。 

 

中間評価後の数値目標 

 

 医薬品等安全対策に係る数値目標については、引き続き以下のとおり設定します。 

 製造業に対する薬事監視率については、現時点では目標を達成しているものの、

今後も定期的な監視指導を継続していく必要があることから、現行の目標値を継続

することとします。 
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第６章 医療の安全の確保 

指標名 基準値 目標値 

健康サポート薬局届出数 
20 施設 

（平成 29 年 12 月） 

400 施設 

（令和 5 年度） 

薬事監視率（薬局等） 
31.3% 

（平成 28 年度） 

50.0％ 

（令和 5 年度） 

薬事監視率（製造業） 
33.7% 

（平成 28 年度） 

40.0％ 

（令和 5 年度） 
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第６章 医療の安全の確保 

第３節 血液確保対策  

施策の方向性と中間評価 

 

※第七次計画において目標値を設定していない項目（２ 血液製剤の使用適正 

の推進）については、次期計画において見直ししてまいります。 

 

１ 献血者の確保 

（１）施策の方向性 

本県における献血の実態を分析し、安定的な血液の確保に向け総合的な対策

を行うとともに、若年層の献血者の確保、安定的な集団献血の実施及び複数回

献血者の確保を図ります。 

 

（２）数値目標の現状 

 ○ 献血量目標達成率については、数値目標を達成しています。 

指標名 基準値 現状値 目標値 評価 

献血量目標達成率 
103.4％ 

（平成 28 年度） 
107.3％ 

（令和元年度） 
100.0％以上 
（令和 5 年度） 

A 

※ 年度ごとに達成すべき目標値を設定していることから、達成率で 100%以上を目標。 

 

（３）今後目指すべき方向（取組事項） 

○ 引き続き現行の施策に取り組んでまいります。 

 

中間評価後の数値目標 

 

 血液確保対策に係る数値目標については、引き続き以下のとおり設定します。 

献血量目標達成率については、現時点では目標を達成しているものの、今後も安

定的な血液の確保が必要となることから、現行の目標値を継続することとします。 

 

指標名 基準値 目標値 

献血量目標達成率 
103.4％ 

（平成 28 年度） 

100.0％以上 

（令和 5 年度） 

 


